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１．はじめに

　主電動機軸受は主電動機（鉄道車両の駆動用モータ）
の回転子を支持する転がり軸受である。この軸受は，基
本動定格荷重の数%程度の軽荷重かつ高回転で使用さ
れるため，転動体が転がり接触する内外輪の軌道面のは
く離による寿命（疲労寿命）ではなく，転動体がすべり
接触する保持器の摩耗による寿命（摩耗寿命）によって
軸受が使用できなくなることが多い。そのため，計算さ
れる疲労寿命１）よりもはるかに短い期間での軸受交換
を余儀なくされている。また，このような使用条件にお
ける保持器摩耗を予測する方法は確立されておらず，適
切な軸受の使用期間を定めることが困難である。保持器
摩耗は転動体との接触部で発生することから，保持器摩
耗を予測するためには，転動体と保持器の運動および接
触力の測定とその詳細な解析が必要と考えた。
　主電動機は車両の運行により加減速を繰り返すため，
軸受の使用される回転数（本報告では単に回転数と記述
した場合，内輪回転数を指す）の範囲が広い。軸受を広
範囲の回転数で使用した場合，保持器の振れ回り挙動は
回転数の増加に伴って変化し，保持器中心の軌跡が下部
で揺動している状態から過渡状態を経て円形に振れ回る
状態となることが知られている２）。転動体と保持器の接
触力はこの挙動に影響されると考えられるため，保持器
の振れ回りの遷移を含む広い回転速度域においてこれら

を観察する必要がある。これまでに，転がり軸受におい
て転動体と保持器の接触力が測定によって求められた
例３）４）はあるが，保持器の振れ回りを拘束する形態で
測定されており，保持器の振れ回りが生じる状態で転動
体と保持器の接触力が測定，解析された事例はない。本
報告では保持器の振れ回りを拘束しない状態で，転動体
と保持器の接触力と保持器挙動の同時測定が可能な測定
系を構築し，広範囲の回転数において測定を行った。ま
た，測定結果をもとに，保持器の摩耗量に関する考察を
行った５）。

２．測定方法

2. 1　対象とした軸受
　対象とした軸受は主電動機に広く使用されている円筒
ころ軸受（呼び番号：NU214）であり，その仕様を表 1
に示す。内外輪およびころは軸受鋼製，保持器は高力黄
銅鋳物製である。保持器は転動体案内のため，ころ以外
の部品とは接触しない。対象とした軸受は主電動機用で
はあるが，一般の円筒ころ軸受とほぼ同等の仕様である。
また，ころ径のばらつきが測定に与える影響を排するた
め，ころ径相互差が 2µm以下となるころを使用した。

2. 2　ころと保持器の接触力の測定方法
　ころと保持器の接触力は図 1に示すように 16箇所ある
ポケットのうち 1箇所のポケット内に 2つの小型のロー
ドセル（株式会社共和電業製，LMA-A-100NM81Z050）
を取り付けることで直接測定した。測定対象としたポ
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ケットの凹面部を平坦面となるよう切削により除去し，
ロードセルの中心がころの公転ピッチ円上で平行になる
ように接着した。2つのロードセルの突起部間の距離は
ころと保持器ポケットのクリアランスの設計値と変わら
ないようにした。これにより，ころの転がり方向の前後
で 2種類の力を測定できる。本報告では保持器の回転方
向にころが保持器を押す力を「保持器を加速する力」，保
持器の回転とは逆方向にころが保持器を押す力を「保持
器を減速する力」と記述する。図 1中に内輪の回転方向
が正転（反時計回り）の場合に測定されるこれら 2つの

力および測定結果を示す際に使用する座標系および角度
も示している。角度は非負荷圏の中心（鉛直上）を 0°，
負荷圏の中心（鉛直下）を 180°とし，回転方向に対し
て増加するものとする。

2. 3　保持器中心の変位量の測定
　保持器の触れ回りによって生じる保持器中心の並進変
位は，図 2に示すように 2台のレーザ変位計（株式会
社キーエンス製，LK-G35A）をそれぞれ水平方向（x方
向）変位と鉛直方向（y方向）変位が測定可能な位置に
固定して測定した。軸受ハウジングおよび外輪にはレー
ザ光を妨げない必要最低限の切り欠きを加工した。保持
器中心の並進変位測定位置は保持器外周部であるため，
それぞれの測定位置において一方の変位が他方に変位を
生じさせるが，外周部曲率半径は保持器中心の並進変位
に比べて十分大きいため，この変位を無視しても保持器
触れ回り挙動計測の精度は十分である。また，この方法
で保持器の中心位置の軌跡を求める場合，保持器の変形
や真円度の影響も受けるが，これらは並進変位量に比べ
小さいこと，およびすべての測定を同じ保持器で行って
いることから，測定結果の相対比較には影響をおよぼさ
ない。

2. 4　保持器の運動を拘束しない測定系の構成
　本研究の特徴である保持器の運動を拘束しない状態で
のころの運動，およびころと保持器の接触力の測定を可
能とする装置の概略図を図 3に示す。本装置では試験軸
受の外輪はハウジングに，内輪は回転主軸に取り付けら
れており，任意の回転数およびラジアル荷重で回転させ
ることができる。主軸は試験軸受および支持軸受（a）
で支持され，一端が継手を介してモータに直結されてい

表１　対象とした軸受の仕様

図２　保持器中心の変位量の測定方法

図１　ころと保持器の接触力の測定方法
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る。回転数はプログラマブルロジックコントローラ（以
下，PLC）からモータに回転数指令を与えて制御し，ラ
ジアル荷重は主軸の支持軸受（b）を介してバネによっ
て与えている。ラジアル荷重の負荷方向は鉛直下方であ
り，試験軸受の負荷圏は鉛直下方向（図 1における
180℉前後）となる。
　保持器の運動を拘束することなく回転する保持器に取
り付けられたロードセルへの給電と信号取得を行うため
に，保持器の正面に保持器と回転を同期させた回転体を
配設し，この回転体からロードセルへ給電線および信号
線を結線した。給電線および信号線ともに細線であり十
分軽く，張力による拘束力や保持器の不釣り合い荷重は
生じない。これらは回転体からスリップリングを介して
ロードセルアンプへと結線される。保持器と回転体の同
期は，保持器回転数を光電センサで測定し，その回転数
を PLCに取り込み，PLCから回転体を回転させるため
のサーボモータに回転数指令を送ることで実現した。こ
の方法を用いると，ロードセルの給電線および信号線に
張力が働かないので，これらが保持器の運動に影響を与
えることはない。また，2.3節で示した方法で保持器中
心の変位量を測定するために，レーザ変位計がハウジン
グに取り付けられており，データロガーと接続されている。

2. 5　測定条件
　測定条件を表 2に示す。ラジアル荷重は主電動機にお
いて軸受が支持している回転子の重量を参考に 970Nと
した。この荷重は試験軸受の基本動定格荷重（83500N）
に対して約 1.2%の軽荷重である。潤滑にはリチウム複
合石けんグリースを使用した。グリースは軸受の潤滑に
必要な最小限の量とすべく，内輪に薄く塗布した後に軸
受を回転させ，軸受全体になじませた。回転方向は正転
と逆転の両方向とし，回転数を 500，1000，2000，

3000，4000/minと変化させ，回転数がころと保持器の
接触力におよぼす影響を確認することとした。なお，回
転方向を正転と逆転の両方向としたのは，軸受の対称性
や 2つのロードセルの測定値に差異がないことを確認
するためである。データ収録はサンプリング周波数を
10kHzとして，各条件で保持器が 100回転分に達する
まで実施した。

３．測定結果

3. 1　ころと保持器の接触力
　ころと保持器の接触力の測定結果のうち，回転数が
1000/minおよび 3000/minの場合を図 4に例示する。こ
こでは，測定対象としたポケットが図 1に示した 0℉に位
置した時を 0sとし，保持器が 1回転するまでの測定結
果を回転方向および回転数ごと示している。なお，保持
器 1回転に要する時間は保持器の理論回転数から求まる
周期と一致しているため，公転すべりは発生していない。
各グラフでは上段に黒線で「保持器を加速する力」を，
下段に赤線で「保持器を減速する力」を示している。また，
負荷圏にあたる部分をハッチングしている。なお，各条
件で保持器 100回転分を測定したが，そのうち 10回転
分を重ねて示している。「保持器を加速する力」は負荷
圏の中央から出口にかけて連続的に発生する傾向を示し
ている。これは，負荷圏内でころが内外輪からのトラク
ションにより加速され，保持器ポケットの前方に衝突す

図３　測定装置の概略図

表２　測定条件
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ることで発生したと考えられる。一方，「保持器を減速
する力」は負荷圏を出た後から断続的に発生する傾向を
示している。これは，負荷圏を脱したころが転がり方向
の油膜力による減速と，保持器ポケットの後方への衝突
による加速を繰り返したために発生したと考えられる。
また，回転数が 1000/minでは負荷圏の入口から中央に
かけても接触力が発生している。これは何らかの影響で
負荷圏に侵入しにくいころを保持器が押すために発生し
たと考えられるが，負荷圏にころが侵入しにくかった原
因やほかの回転数で発生しなかった原因は不明である。
　次に，ころと保持器の接触力だけでなく，接触時間も
考慮した評価を行うため，図 4における接触力の測定結
果を時間で積分し，力積を求めた。保持器が 1回転する
間の力積の変化のうち，回転数が 1000/minおよび 3000/
minの場合を図 5に例示する。ここでは，各条件で測定
した保持器 100回転分をすべて重ねて示している。な
お，内輪の回転方向によらず傾向は同じであったため，
正転時の結果のみを示している。また，積分開始は各力
が発生し始める直前からとし，「保持器を加速する力」
は負荷圏の入口を通過した時点から，保持器を減速する
力」は負荷圏の出口を通過した時点からとした。「保持
器を加速する力」から求めた力積は，負荷圏の中央から
出口にあたる箇所で急激に増加し，その後はほぼ一定の
値を示している。また，保持器 100回転中では力積の
増加が顕著なものとそうでないものがある。これらのこ
とから，「保持器を加速する力」によるころと保持器の

間の運動量交換は大部分が負荷圏でなされており，かつ
保持器の回転ごとに顕著に発生するわけではないことが
分かる。一方，「保持器を減速する力」から求めた力積は，
負荷圏の出口付近以降で徐々に増加している。回転数が
低い条件ではある程度保持器が回転すると力積は一定に
なるのに対して，回転数が高い条件では力積が増加し続
けている。また，保持器 100回転中では力積がほぼ同
様に増加している。回転数が 1000/minでは次の負荷圏
に突入する後半で力積が急激に増加しているが，前述の
とおり何らかの影響で負荷圏に侵入しにくいころを保持
器が押すためであると考えられる。以上のことから，特
定の回転数の負荷圏突入時を除けば「保持器を減速する
力」によるころと保持器の間の運動量交換は，負荷圏を
脱出した後にころと保持器が同じ速度になるまで断続的
になされ，かつ保持器回転ごとの再現性が高い現象であ
ることが分かる。
　上記の結果から，保持器 1回転当たりの力積を測定条
件ごとに平均した結果を図 6に示す。図中のエラーバー
は標準偏差を示している（注：負の値は測定されていな
い）。なお，「保持器を加速する力」は主に負荷圏内で，
「保持器を減速する力」は主に負荷圏外で発生していた
ことから，それぞれこの範囲内での力積を用いて算出し
た。「保持器を加速する力」および「保持器を減速する力」
から求めた保持器 1回転当たりの力積はおおむね近い
値をとっており，両者とも回転数が 2000/minまでは減
少し，それ以上でほぼ一定の値となっている。両者の力

図４　ころと保持器の接触力の測定結果
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積がほぼ同じことから，「保持器を加速する力」および「保
持器を減速する力」により授受される運動量がほぼ同じ
であることが分かる。保持器の回転数がほぼ一定である
こと，保持器はころ以外からの外力を受けないことを考
えれば，適切な測定結果と考えられる。また，「保持器
を加速する力」から求めた力積の標準偏差が大きい。こ
れは保持器を加速する仕事が，すべての保持器ポケット
で毎回発生するわけではなく，保持器がある回転数以下
に減速した際に，負荷圏に位置した保持器ポケットで発
生するためと考えられる。

3. 2　保持器中心の変位量
　保持器の振れ回りによる保持器中心の変位量の測定結
果を図 7に示す。測定結果は図 1および図 2に示した
座標系に従い，保持器の中心位置の軌跡を各条件につき
保持器 10回転分示している。なお，正転時は紙面に対
して反時計回りに，逆転時は紙面に対して時計回りに保
持器は回転している。正転と逆転において保持器中心の
変位は互いに y軸対称であり，同様の挙動を示している。
回転数が 1000/min以下の条件では保持器中心は図中の
下部で主に左右に変位しており，保持器が 0℉付近のこ
ろを支点に垂下し，左右に揺動している。回転数が増加
すると，この揺動の中心が保持器の回転方向に移動し，
回転数が 3000/minを超えると保持器中心は円形に振れ
まわっている。また，2000/minでは上記 2つの遷移状
態となっている。回転数の増加にともない，保持器中心

図５　ころと保持器の接触力から求めた力積

図６　保持器 1 回転当たりの力積

鉃道総研報告　Vol.37,  No.9,  2023 5



を並進させる力の主体が重力やころとの接触力から保持
器の重量アンバランスによって発生する遠心力に代わる
ため，保持器中心の軌跡の形状が変化したと考えられる。
また，保持器中心の変位が回転数によって変化したこと
から，保持器の振れ回りを拘束しない測定系が構築でき
たと考えられる。

４．考察

　本報告における測定結果から保持器摩耗量について考
察する。ここでは，保持器の摩耗形態が凝着摩耗である
と仮定し，その摩耗量 Vwは次の Archardの式６）に従う
ものとする。

 (1)

　ここで，Kは摩耗定数，Wは荷重，Lsはすべり距離，
Hは軟らかい方の材料の硬さ（本報告の場合，保持器の
硬さ）である。摩耗定数 Kと軟らかい方の材料の硬さ
Hは測定条件によって変化しないと考えられるので，Vw

は Wと Lsの積 WLsに比例する。保持器摩耗における W

はころと保持器の接触力 Fcであるが時間に対して変化
するため，これを Lsで積分することでWLsを求めた。
また，Lsはころの周速度（=rrωr，rrはころの半径，ωr 
はころの角速度）に時間を乗ずることで得られる。よっ
て，WLsは次式によって与えられる。

 (2)

　すなわち，ころと保持器の接触力による力積ところの
周速度の積となる。ここで，各測定条件間で比較するた
めに，保持器 1回転当たりの WLsを求めた結果を図 8
に示す。保持器 1回転当たりの力積は 3.1節の値を用い

た。「保持器を加速する力」および「保持器を減速する力」
の測定結果から求めた保持器 1回転当たりの WLsは，
いずれも回転数に比例して増加する傾向を示している。
ただし，500/minおよび 1000/minの値は図中の直線
（原点を通り，2000/min～4000/minの値を近似した線）
より上側に位置している。以上のことから，回転数を下
げると軸受 1回転当たりの保持器摩耗量は減少するが，

WLs

HVw＝K 

WLs＝∫FcdLs＝∫Fcdt・rrωr

図７　保持器中心の変位量

図８　保持器 1 回転当たりの WLs
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その程度は 500/minおよび 1000/minにおいて鈍化する
と考えられる。この原因は不明であるが，1000/min以
下の条件では保持器中心が左右に揺動していたことに関
連する可能性が考えられる。
　以上のことから，Kが決定すれば，Vwを定量的に予
測することができる。また，Kが決定しない場合におい
ても Kを定数とみなせば，使用条件を変更した際に、
Vwが使用条件の変更前の何割程度になるといった予測
を行うことができる。

５．まとめ

　主電動機軸受の保持器摩耗を予測するための知見を得
るため，保持器の振れ回りを拘束しない状態でころと保
持器の接触力と保持器挙動の同時測定が可能な測定系を
構築し，広範囲の軸受回転数において測定を行った。ま
た，ころと保持器の接触力と保持器摩耗の関係について
考察した結果，以下に示す知見を得た。
　（1） ころと保持器の接触力を測定した結果，「保持器

を加速する力」は負荷圏の中央から出口にかけて
連続的に発生した。これは，負荷圏内でころが内
外輪からのトラクションで加速され，保持器ポ
ケットの前方に衝突することで発生したと考え
られる。一方，「保持器を減速する力」は負荷圏
の出口付近から断続的に発生した。これは，負荷
圏を脱したころが転がり方向の油膜力による減
速と，保持器ポケットの後方への衝突による加速
を繰り返したために発生したと考えられる。

　（2） （1）で測定した力を時間で積分し，保持器 1回
転当たりの力積を求めた結果，「保持器を加速す
る力」および「保持器を減速する力」から求めた
保持器 1回転当たりの力積はおおむね近い値を
とり，両者とも回転数 2000/minまでは減少し，

それ以上でほぼ一定の値となった。
　（3） 保持器中心の変位量を測定した結果，回転数が

1000/min以下の条件では保持器中心は下部で左
右に揺動し，回転数が増加するとこの揺動の中心
が保持器の回転方向に移動し，回転数が 3000/
minを超えると保持器中心は円形に振れまわった。

　（4） 保持器摩耗量がころと保持器の接触力とすべり距
離の積に比例するとし，（2）で得られた力積を
用いてこの積を導出した。その結果，軸受 1回
転あたりの摩耗量は回転数の増加にともなって
増加すると考えられる。
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１．はじめに

　鉄道車両は安全に運転できる状態で使用するために，
一定の期間や走行距離に応じた車両の検査を鉄道事業者
において定めて実施している。車両の検査のうち，列車
検査または仕業検査（以下，「仕業検査」と記す）は，
車両の種類などにより定めた 2～10日程度の周期で，
列車として運転できる状態で行う。ブレーキなどの機能
を確認するほか，主要部分の状態を外観や音などで確認
する。外観の検査は現在，作業員が各部を目視すること
により行われている。この外観検査を自動で行うことが
できれば，車両の検査の省人化や省力化が期待できる。
仕業検査における車外の外観検査箇所は，床下機器に集
中している。そこで本研究では，仕業検査における床下
機器の目視確認箇所を対象に，画像を用いて自動診断す
る手法を検討し，撮影手法および検査アルゴリズムを開
発した。

２．撮影手法の検討と撮影装置の開発

2. 1　撮影手法の検討
　仕業検査における床下機器の検査は，車両の側面から
作業員が確認できる箇所を対象に行っている。そのため，
地上に固定したカメラで，通過する車両の床下機器の側
面を連続的に撮影することにより，検査に必要な画像を
効率的に取得できると考えられる。そこで，図 1に示す
撮影手法を提案した。レーザドップラ速度計により，通

過する車両の速度を非接触で計測し，車両の移動距離に
対応した等距離間隔のパルスをラインセンサカメラに出
力する。ラインセンサカメラは，このパルスが入力され
たタイミングで車両側面の 1ライン分の画像を撮影し，
その画像を横方向につなぎ合わせて 2次元画像を生成
して記録用コンピュータに送信する。記録用コンピュー
タは，受信した画像を保存する。ライン照明は，撮影箇
所を線状に照らす。これによって，走行速度の変動に左
右されない連続画像が得られる。

2. 2　撮影装置の仕様検討
　撮影装置の仕様を検討するため，図 1に示した撮影機

画像による地上からの車両床下状態確認手法
小島　　崇＊　　宮原　宏平＊　　風戸　昭人＊　　鵜飼　正人＊＊

Automating Visual Inspection for Underfloor Equipment of Railway Vehicles Using On-Track Cameras

Takashi KOJIMA　　Kohei MIYAHARA　　Akihito KAZATO　　Masato UKAI

　The authors developed an image capturing system and a diagnosis algorithm for automating visual inspection 
of underfloor equipment of railway vehicles. The developed system consists of a line scan camera, line lights, a 
laser Doppler velocimeter and a computer, to scan passing vehicles from the ground. Test results using real 
vehicles indicate that the system can obtain detailed continuous images of the side of vehicles. The proposed 
algorithm using template matching and subtraction is designed to be robust against disturbances. The algorithm 
was tested on images captured under simulated variations in weather and the stain of underfloor equipment. As a 
result, the algorithm diagnosed, for example, whether the valve was fully open normally with an accuracy of 
AUC 0.990.
キーワード：車両検査，外観検査，画像解析，ラインセンサカメラ，テンプレートマッチング

図１　車両床下撮影装置の機器構成

 
＊　　車両技術研究部　車両運動研究室
＊＊　旧　信号・情報技術研究部　画像・IT研究室
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器を用いて条件を変えながら実車両を撮影する試験を実
施した。一般に画像検査の性能は照明に大きく依存する
ため，本試験では，照明とカメラの向きが平行に近い「順
光」（図 2（a）），水平方向に角度を持った「片側斜光」（図
2（b）），同様の角度で両側に照明を配置した「両側斜光」
（図 2（c））の 3条件で撮影した。
　撮影画像の例を図 3に示す。順光では，図 3（a）に
示すように，照明が正反射する部分に白飛びが発生した。
特に，床下機器表面の汚れが少ない車両で顕著であった。
白飛びを防ぐために露出を下げて撮影すると，ほかの部
分が黒つぶれした。白飛びや黒つぶれは撮影後に補正で
きないため，状態確認に必要な情報が失われる可能性が
ある。
　これに対し，片側斜光では，主に拡散反射による光を
捉えるため，床下機器表面の汚れの少ない車両であって
も白飛びはほとんどみられなかった。一方，図 3（b）
に示すように，手前にある部品や凸部に遮られて照明の
反対側に影が生じる。一般に片側斜光は，きずなどの凹
凸の検出に適しているが，床下機器のように奥行きの深
い対象物では，影の影響を大きく受けるため，その部分
の検査が困難になることが懸念される。
　両側斜光では，片側斜光に比べ，わずかな凹凸は見え
にくくなるものの，片側斜光で生じたような顕著な影は
みられなかった。そこで，床下機器の画像検査に適した
照明として，図 2（c）に示す両側斜光を選定した。こ
のほか，良好に撮影できる各機器の仕様や配置などを選
定した。

2. 3　撮影装置の試作
　選定した仕様で撮影機器を一つの筐体に納める構造を
検討し，図 4に示す撮影装置を試作した。筐体は防滴構
造とし，軌道側の全面を透明のアクリル板を用いた窓と
した。レーザドップラ速度計は，本体が防水仕様である
ことと，撮影試験における条件設定の柔軟性を考慮し，
本研究では筐体の上に配置した。

2. 4　実車両の撮影による機能確認
　試作した撮影装置を車両基地の屋外に仮設し（図 5），
撮影装置の前を 25km/h以下で通過する複数の車両形式
の入換車両を延べ 621両撮影した。天候は晴れであっ
た。撮影後にヒストグラム均等化により輝度を補正した
日中および夜の撮影画像の例を図 6に示す。本試験の結
果から，太陽光，車両通過速度，車両形式によらず，開
発した撮影装置を用いて車両側面の精細な連続画像が得
られることを確認した。 ３．検査アルゴリズムの検討

　近年，深層学習を用いた外観検査手法が多く提案され
ており，従来のルールベースの手法では困難な診断を可

図2　照明条件（上から見た図）

図３　照明位置による撮影画像の比較

図４　試作した車両床下撮影装置

図５　試作した撮影装置による撮影試験
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能にしている。しかし，深層学習の特徴として大量の学
習用画像を必要とするため，適用対象によっては，必要
な診断精度を得るための十分な学習用画像を用意できな
い場合がある。一方，本撮影装置ではラインセンサカメ
ラを用いた等距離間隔の撮影を行うため，対象物の大き
さや角度がほぼ一定の均質な画像が得られることから，
ルールベースの手法でも十分な検査性能が期待できる。
そこで，本研究では，異常を模擬した車両を車庫内で撮
影した画像を用いてルールベースのアルゴリズムを検討
し１），テンプレートマッチングと差分を基本とした検査
アルゴリズムを開発した（図 7）。図中の丸数字に対応
する説明を以下に記す。
①　 撮影された一編成の床下側面の連続画像から，テン

プレートマッチングにより台車を検出し，その位置
をもとに車両を 1両単位で認識する。

②　 認識した車両 1両ごとの撮影画像から，テンプレー
トマッチングを用いて，車体に表示された車両番号
を認識する。

③　 車両番号に対して座標により定義した検査部位を含
む領域を切り出す。

④　 切り出した領域に対し，あらかじめ用意した正常な
検査部位の画像をテンプレートとしてテンプレート

マッチングを行い，検査部位の正確な位置を検出す
る。

⑤　 検出した検査部位の画像とテンプレートに対してヒ
ストグラム均等化により輝度補正を行い，両者の輝
度値の差の絶対値を計算し，二値化とノイズ除去を
行う。これにより正常時と異なる部分が白く抽出さ
れる。

⑥　 表れた白色画素の数（以下，「差分画素数」と記す）
を算出し，設定したしきい値より小さければ正常，
しきい値以上であれば異常と判定する。

　本論文では，③～⑥のアルゴリズムの検証について述
べる。

４．検査アルゴリズムの検証と改良

4. 1　床下機器の異常模擬と撮影試験
　試作した撮影装置を鉄道総研所内試験線の軌道脇に設
置し，通過する試験車両の床下側面を撮影する試験を実
施した（図 8）。床下機器の異常を模擬するため，模擬
床下機器を試験車両の床下側面部分に取り付けた。模擬
床下機器として，外観の特徴の異なる代表的な部品とそ
の異常状態を選定し，コックの開閉（ハンドル角度），

図６　輝度補正後の撮影画像

図７　検査アルゴリズム
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六角ボルト（以下，「ボルト」と記す）のゆるみおよび
脱落，調整棒および配管の曲損，平板のきずおよびへこ
みを設定した（図 9）。実使用で想定される正常時の外
観の変化を模擬するため，模擬床下機器全体に汚れを想
定して酸化鉄を付着させた条件を設定したほか，きずお
よびへこみの設定箇所にチョークチェックを施した。天
候変化の模擬として，検査部位に直射日光を当てた「晴
れ」，当てない「曇り」，直射日光を当てず撮影装置の窓
に霧吹きをした「雨」（図 10）の 3条件を設定した。ま
た，撮影窓に土を付着させた「汚れ」条件を設けた。

4. 2　アルゴリズムの検証
　曇り条件の撮影画像から検査部位のテンプレートを作
成し，提案したアルゴリズムを各撮影画像に適用した。
本論文では，検査部位のうち最も多くの異常条件を設定

したコックに対する結果を主に示す。
　曇り条件の異常状態（ハンドル角度 90℉）に対する結
果を図 11（a）に示す。差分画像の主にハンドル部分が
白色になっており，期待どおりハンドル角度の異常が適
切に検出されている。差分画素数は 5,996画素であった。
　検査部位の一部分にのみ直射日光が当たった正常状態
（ハンドル角度 0℉）の結果を図 11（b）に示す。差分画
像の大半の領域が白色になっている。本アルゴリズムで
は，撮影時の明るさの違いを補正するため，検査画像と
テンプレートに対して輝度補正を施しているが，特に図
11（b）に示す検査画像のように外乱光が一部分にのみ
当たる場合，輝度補正によりその影響を抑えることは難
しい。これによって，検査画像とテンプレートとの差分
が大きくなった。差分画素数は，異常状態（図 11（a））
より多い 46,060画素となった。このほか，コックの汚
れの有無によっても著しい差分が生じることがわかっ
た。この結果から，外乱光の変化や検査部位表面の汚れ

図９　模擬床下機器の条件設定の例
（一般のカメラで撮影した写真）

図８　床下機器異常模擬撮影試験

図10　雨条件の撮影装置の窓
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状態の個体差など，検査部位の異常以外の外観の変化に
アルゴリズムを対応させる必要があることがわかる。

4. 3　アルゴリズムの改良
　検査部位の異常以外の外観の変化の影響を抑える方法
を検討し，アルゴリズムに以下の改良を加えた。
（1） 複数のテンプレートの使用：検査部位の汚れや形

状の個体差の影響を抑えるため，複数の車両から
作成したテンプレートを用意し，検査対象画像に
対してすべてのテンプレートでマッチングを行っ
て，マッチングにおける類似度がもっとも高いテ
ンプレートを選定する。

（2） エッジ検出の追加：輝度の違いの影響を避け検査
部位の形状の違いを検出しやすくするため，エッ
ジ（輪郭）検出を用いる。エッジ検出は，検査部
位のテンプレートマッチング（3章④・図 7④）
の前に，検査対象画像および検査部位のテンプ
レートに対して行う。

（3） 差分評価領域の制限（マスク処理）：背景などの輝
度変化による影響を排除するため，差分画素数を
算出する領域を差分画像に設定する。

4. 4　改良したアルゴリズムの検証
　本論文では，複数テンプレートとして曇り条件におけ
るコックの汚れなしと汚れありの 2枚，マスク処理とし
てハンドルの可動領域以外を除外する設定（図 12）と
した結果を示す。図 11と同じ撮影画像に対して改良ア
ルゴリズムを適用した結果を図 13に示す。改良前のア
ルゴリズム（以下，「基本アルゴリズム」と記す）で差
分画像の大半が白色になった晴れ条件の正常状態につい
ては，改良アルゴリズム（図 13（b））では，差分画像
の白色部分はわずかとなった。エッジ検出によって，検

査画像とテンプレートの明るさの違いが排除され，さら
にマスク処理によって，ハンドル以外のエッジの差が除
外されたためと考えられる。正常状態の差分画素数は，
異常状態の 851画素より少ない 301画素であり，期待
どおりの結果が得られた。
　テンプレートに用いた画像を除くすべての撮影画像に
対して改良アルゴリズムを適用して算出した差分画素数
を図 14に示す。本検討では，ハンドル角度 15℉以上を
異常状態と定義した。図 14から，ハンドルの角度が大
きいほど差分画素数が大きい傾向がみられる。ハンドル
角度 15℉以上を異常状態と定義し，しきい値を 530に設
定した場合，偽陽性率（正常な画像に対して異常と診断
した割合）は 1.5%，真陽性率（異常な画像に対して異
常と診断した割合）は 95.9%であり，良好な診断結果
が得られた。
　診断結果を評価するために，ROC曲線（受信者動作
特性曲線，Receiver Operating Characteristic curve）と
AUC（Area Under the Curve）を用いた。ROC曲線は，
横軸を偽陽性率，縦軸を真陽性率として，異常と診断す
るしきい値を変えながら両者を計算してプロットしたも
のである。得られた曲線が，偽陽性率 0，真陽性率 1の
点の近くを通るほど判別性能がよいことを表す。AUC
は，ROC曲線の右下部分の面積であり，値が大きく 1
に近いほど判別性能がよいことを表す。
　差分画素数から計算した ROC曲線と AUCを図 15に
示す。基本アルゴリズムの AUCは 0.521であるのに対

図11　基本アルゴリズムによるコックの診断処理結果
（四角枠内の数字は差分画素数を表す）

図12　マスク画像
（黒色＝除外領域）
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し，改良アルゴリズムの ROC曲線の AUCは 0.990で
あり，良好な判別性能があることがわかる。
　テンプレート，エッジ検出，マスクの条件の組み合わ
せを変えて各検査対象に対して診断処理を行った。検査
対象ごとにもっとも高い AUCが得られた診断処理条件
と AUCの値を表 1に示す。これらの結果から，検査対
象に応じて処理条件を適切に選定する必要があることが
わかる。本試験で模擬した床下機器の異常状態について
は，本アルゴリズムにより，ボルトのゆるみ，平板への
きず入りの診断は難しいが，コックの開閉，ボルトの脱
落，調整棒や配管の曲損の診断は可能と考えられる。

図14　改良アルゴリズムにより各撮影画像から計算したコックの差分画素数

図15　コックの診断のROC曲線

図 13　改良アルゴリズムによるコックの診断処理結果
（四角枠内の数字は差分画素数を表す）
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５．まとめ

　本研究では，鉄道車両の仕業検査における床下機器の
目視確認箇所を対象に，画像を用いて自動で検査する手
法を検討した。得られた結果を以下に示す。
（1） 走行する車両の床下側面を撮影する手法を検討し，

ラインセンサカメラ，ライン照明，レーザドップ
ラ速度計を用いた撮影装置を開発した。試作した
撮影装置を車両基地の屋外に仮設して複数の入換
車両を撮影し，良好な連続画像が得られることを
確認した。

（2） 上記の撮影装置で撮影した画像から検査部位ごと
の正常状態の画像を作成し，それをテンプレート
として検査対象の撮影画像との輝度値の差分量か
ら異常を検出する検査アルゴリズムを開発した。

（3） 床下機器の異常および表面の汚れを模擬した試験
車両を走行させ，天候条件を変えながら撮影する
試験を実施した。テンプレートと検査対象画像と

で，日照や床下機器の汚れ状態が大きく異なる場
合，輝度値の差分のみではその影響を顕著に受け
ることがわかった。

（4） 複数のテンプレートとの照合，エッジ検出，マス
ク処理を検査アルゴリズムに加えることにより，
日照や床下機器の汚れによる輝度変化の影響を抑
制できることがわかった。上記（3）の試験で撮
影したコックを診断した結果，AUC 0.990の判別
精度が得られた。

　本研究では，選定した代表的な床下機器を対象に，外
乱を設定して診断性能を評価した。今後は，対象機器を
広げて検証するともに，撮影装置を長期間設置して実運
用車両を撮影することにより，実環境における性能評価
を行っていく。
　また，本研究では，検査対象によらない汎用的な検査
アルゴリズムについて検討した。検知が困難であった異
常に対しては，検査対象の特徴に応じた検査アルゴリズ
ムを開発する予定である。

謝　辞

　本研究における撮影試験の実施にあたり，九州旅客鉄
道株式会社および西日本旅客鉄道株式会社の関係者には
多大なご協力をいただいた。この場を借りて厚くお礼申
し上げる。

文　献

１）Kohei MIYAHARA, Takashi KOJIMA, Akihito KAZATO, 

“Development of anomaly detection method using railway 

vehicle side images,” STECH2021, 2021.

表１　検査対象ごとの診断性能

鉃道総研報告　Vol.37,  No.9,  2023 15





１．はじめに

　高速鉄道における列車運行速度の向上，低剛性な桁の
採用等により，実橋りょうにおいて，主桁の曲げひび割
れによる剛性低下に起因する列車通過時の顕著な共振現
象が確認されている１）。
　共振現象による動的応答増幅を精度良く予測するため
には，設計段階において桁の曲げ剛性を適切に評価する
必要がある。列車通過時においてはコンクリート部材に
ひび割れが発生した後の，再載荷時有効剛性 EIeqr（図 1
参照）を想定する必要がある。ここで，再載荷時有効剛
性とは，再載荷時に有効とみなせる断面をもとに算出し
た剛性であり，繰り返し載荷に伴い剛性が変化するため
ひび割れ発生後の割線剛性 EIeやひび割れ断面理論によ
る剛性 EIcrとは異なる。一方で，従来の設計標準２）にお
いては，図 2で概念を示すコンクリート部材の曲げひび
割れ発生に伴う剛性低下や非構造部材の剛性寄与の取り
扱いに関して具体的な方法は示されておらず，衝撃係数
の算定時には従来から便宜的に全断面有効剛性が用いら
れてきたが，この適用範囲等は明確化されてこなかった。
　桁の曲げ剛性は，主桁の曲げひび割れの発生によって
低下する一方で，鉄道構造物には軌道や防音壁，高欄等
の非構造部材が主構造上に設置されることから，これら
非構造部材が主構造の曲げ剛性に少なからず影響を及ぼ
す。これらの非構造部材の影響は，SRC桁やスパンの
短い単版桁等，本体の主構造の断面剛性が相対的に小さ

い場合には一層大きくなる。このような場合に非構造部
材を考慮しない場合には固有振動数を過小評価し，衝撃
係数の算定値が実測よりも過大となる傾向にある。この
非構造部材の影響は，その種類や形状，配置等に依存し
て大きく変化することから，近年の鉄道橋りょうで実際
に用いられている軌道形式，高欄形状等に即した実設計
で適用可能な桁の曲げ剛性の評価方法が求められていた。

鉄道コンクリート桁におけるひび割れと非構造部材の影響を�
考慮した曲げ剛性の算定方法

徳永　宗正＊　　池田　　学＊

Method for Estimating Bending Stiffness of Concrete Girder during Train Passage Considering  
Effects of Concrete Cracks and Non-Structural Member

Munemasa TOKUNAGA　　Manabu IKEDA

　This paper presents the results of a study on the evaluation method of concrete girder stiffness when 
calculating the impact coefficient and deflection. Based on the fatigue test of concrete members, we proposed an 
estimation formula that considers bending stiffness reduction due to crack propagation in cyclic loading. In 
addition, we quantified the stiffness contribution of each type of nonstructural members by means of finite 
element analysis for various girder structures. Finally, we proposed a simple evaluation method for the reloading 
bending stiffness of the girder considering the stiffness reduction due to concrete member cracks and the stiffness 
contribution of non-structural members.
キーワード：衝撃係数，変位・変形量，曲げ剛性，ひび割れ，非構造部材

図１　コンクリート部材の再載荷時剛性

図２　コンクリート桁の曲げ剛性への影響要因
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鉃道総研報告　Vol.37,  No.9,  2023 17

論 文



　本稿では，列車通過時のコンクリート桁の再載荷剛性
に対して，コンクリート部材のひび割れや軌道等の非構
造部材が及ぼす影響に関する検討結果と，これに基づく
コンクリート桁の再載荷時剛性の評価方法を示すととも
に，従来の全断面有効剛性の適用範囲等を明確化した。
　鉄道構造物等設計標準・同解説（コンクリート構造物）
（第Ⅱ編　橋りょう）および同（第Ⅲ編　コンクリート
構造）では，本成果が取り入れられ，列車通過時の桁等
の構造要素に対して，衝撃係数，たわみの算定の際には，
曲げひび割れによる剛性低下と非構造部材の寄与を考慮
した再載荷時有効剛性を用いることを原則とした。

２．�繰り返し載荷下におけるひび割れ発生時の
コンクリート部材の再載荷時剛性

2. 1　実験方法
　表 1に，供試体諸元一覧を示す３）。本検討では PRC
部材と，プレストレスを導入しない場合の基本的な特性
を把握するための RC部材を実験対象とした。一般的な
鉄道橋のパラメータ範囲となるように，供試体の鋼材比
やプレストレスの導入量などの諸元を調整した。引張鉄
筋比は引張鉄筋と PC鋼棒を含んだ値である。プレスト
レッシング係数は鉄筋と PC鋼材の強度の和を基準とし
た PC鋼材の強度の比であり，値が大きいほど PC部材
に近い挙動を示す。鉄筋係数はコンクリート断面の圧縮
強度を基準とした鉄筋と PC鋼材の強度の比であり，同
程度に設定した。供試体は RC部材，PRC部材それぞ
れ 2体製作し，載荷パターンを静的載荷試験，疲労試験
で変化させた合計 4ケースの実験を行った。
　コンクリートは RC部材，PRC部材で共通の材料を
用い，材料試験結果より圧縮強度は 47（N/mm2），引張
強度は 3.56（N/mm2），ヤング率は 32.2（kN/mm2）で
あった。PRC部材のグラウトは高流動型の材料を用い，
材料試験結果より圧縮強度は 83.6（N/mm2），引張強度
は 3.57（N/mm2），ヤング率は 64.9（kN/mm2）であった。
　図 3に，実験概要を示す３）。図に示すように，静的載
荷試験では部材の基本的な履歴特性を評価することを目
的として，引張鉄筋の降伏までは荷重制御で 20kNの増
分，降伏以降は変位制御として 2mmの増分で荷重レベ
ルを増加させた。各荷重レベルにおける繰り返し回数は

3回とした。除荷時には 5kN程度の載荷荷重を維持し
た。一方，疲労試験では動的に載荷し加振周波数は 5Hz
を基本として，死荷重程度の鉄筋応力（100MPa程度）
を想定した 50kNを下限荷重として，上限荷重を 70，
120，170kNと増大させた。各荷重レベルにおける繰り
返し回数は 200万回とした。

2. 2　実験結果
　図 4に，静的載荷試験および疲労試験から得られた荷
重と変位の関係を示す。灰色線で示す静的載荷試験か
ら，ひび割れが発生し骨格曲線上で剛性が低下する領域
（RC部材は 50kN程度以上，PRC部材は 90kN程度以
上）に着目すると，荷重の増加とともに除荷時および再
載荷時の荷重変位関係の勾配が小さくなっていることか
ら，除荷時および再載荷時の剛性はひび割れが発生する
前の弾性時の剛性よりも小さくなることが分かる。RC
部材は，PRC部材と比較して，荷重の増加と共に除荷
時の残留変位が大きくなることが分かる。PRC部材の
履歴特性は，RC部材と比較して，除荷時に原点付近を
指向する傾向にあり，残留変位が小さくなる一方，再載
荷時剛性は低下する傾向となる。即ち，ひび割れ幅を低
減するために導入されるプレストレスは，梁全体系の剛
性を低下させる結果となることが分かる。
　疲労試験の繰り返し載荷時の荷重 -変位関係上のルー
プの最大荷重点と最小荷重点を直線により結んだ時の剛
性である再載荷時剛性について考察する。疲労試験から，
RC部材の場合，200万回の繰り返し載荷後における再
載荷時剛性 Keqrは，各荷重振幅の初期載荷時の剛性と比
較して，50-90kN時は 11%程度，50-120kN時には 6%

表１　供試体諸元一覧

図３　実験概要
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程度，50-170kN時には 16%程度低下している。PRC
部材の場合，繰り返し載荷により Keqは 50-90kN時には
10%程度，50-120kN時には 33%程度，50-170kN時に
は 20%程度低下しており，RC部材と比較して低下幅
が大きい。特に PRC部材に対しては列車通過に伴う繰
り返し載荷により剛性が低下し，動的応答は増大する方
向に推移することとなる。
　図 5（a）に，一般的な鉄道橋の諸元を想定した RC
部材，PRC部材の静的載荷試験により得られた荷重レ
ベル（荷重を曲げモーメントに変換）と再載荷時の有効
断面二次モーメント Ieqrの変動幅の関係を示す。再載荷
時の有効断面二次モーメントは，再載荷時の剛性をコン
クリートのヤング率で除して求めている。図は，再載荷
時の有効断面二次モーメント Ieqrを，全断面有効による
断面二次モーメント Igおよびひび割れ断面理論による
断面二次モーメント Icrを基準として無次元化して示し
ている。

　図には，既往の研究４）により得られた RC部材の関
係を△で併せて示す。図から，ひび割れモーメント Mcr

に近い領域では全断面有効剛性 Igとなる一方，曲げモー
メントの応答値Mdmaxが増加して降伏モーメントMyに
近づくにつれて，ひび割れ剛性 Icrに漸近することが分
かる。RC部材と PRC部材を比較すると，横軸，縦軸
共に図中の式により無次元化することで，概ね同様の曲
線上に分布することが分かる。Branson則２）５）を書き換
えると式 (1)となり，図中に式 (1)を示している。

 (1)

　ここで，Mcr：曲げひび割れ発生時の曲げモーメント
（γc＝1.0，γb＝1.0），Mdmax：曲げモーメントの応答値
である。

Ieqr

Ig

Icr

Ig

Icr

Ig

Mcr

Mdmax
＝ ＋ 1－⎛⎝

⎛
⎝
⎞
⎠

⎞
⎠

3

図４　荷重と変位の関係 図５　荷重と再載荷時の有効断面二次モーメントの関係
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　式 (1)は PRC部材に対しては整合的であるが，RC部
材に対しては過小評価を与えている。なお，Branson則
は単調載荷時のひび割れによる剛性低下を算定するもの
であり，繰り返し載荷の影響は考慮されていない。
　図 5（b）に，疲労試験により得られた荷重レベルと
再載荷時の有効断面二次モーメント Ieqrの変動幅の関係
を示す。疲労試験の結果から，各荷重レベルの一回目の
再載荷時剛性は静的載荷試験の結果よりも大きい傾向に
あることが分かる。これは，再載荷時剛性が最大荷重だ
けでなく，載荷振幅の下限値（死荷重）にも依存してい
るためと考えられる。さらに，200万回の繰り返し載荷
により再載荷時剛性は低下する。
　以上の載荷試験データに基づき，コンクリート梁部材
の再載荷時剛性の推定式として式 (2)を提案する。

 (2)

　ここで，My：降伏曲げモーメント（γc＝1.0，γb＝1.0）
である。列車通過時の再載荷時剛性は，疲労試験の結果
から分かるように本来は繰り返し回数に依存して変化す

るが，式 (2)は，設計時における使用を想定して疲労試
験の 200万回目の結果をほとんどの場合に安全側の評
価を与えるように設定した。図 5に式 (2)を示している
が，式 (2)は荷重レベルの増大に伴う断面二次モーメン
トの減少傾向を精度よく表現できており，試験データの
平均よりやや下側の評価を与えている。

３．�非構造部材がコンクリート桁の再載荷剛性
に与える影響

3. 1　解析方法
　図 6に，解析モデルの概要を示す６）。新幹線のコンク
リート桁から，スパン 10.0mの RC単版桁（以下，
「S10」），スパン 9.3m，24.1mの RCT型桁（以下，「T10」
および「T24」），スパン 21.1mの H鋼埋め込み桁（以下，
「SRC22」），スパン 29.2mの PRCT桁（以下，「PRC30」）
の 5種類を対象として，3次元有限要素法を用いて，固
有値解析により 1次（鉛直曲げ）の固有振動数を評価し
た。対象とした非構造部材は，近年の一般的なコンクリー
ト桁を想定して，路盤コンクリート，セメントアスファ
ルト（CA）モルタル，軌道スラブ，レール，トラフ，

Ieqr

Ig

Icr

Ig

Icr

Ig

Mdmax－Mcr

My－Mcr
＝ ＋ 1－ 1－⎛

⎝
⎛
⎝
⎞
⎠

⎞
⎠

図７　非構造部材の寸法および要素分割

図６　解析モデルの概要
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地覆，排水勾配コンクリート，RC高欄とした。S10は
東海道新幹線，T24は東北新幹線（大宮 -盛岡間），
T10，SRC22，PRC30は北陸新幹線（軽井沢 -長野間）
で用いられた標準設計である。
　図 7に示すように非構造部材の形状，寸法は，近年の
新幹線線区の標準的な値を用いた６）。非構造部材には初
期ひび割れ抑制の目的から伸縮目地が設置される。その
配置は設計段階で設定されることもあるが，施工段階で
決定されることが多いため，同一の標準設計で設計され
た桁であっても伸縮目地の配置が異なる場合がある。路
盤コンクリート，トラフ，地覆，RC高欄に伸縮目地を
考慮し，一般的な値として，目地の配置間隔は 5m，目
地の線路方向の長さは 30mmとした。

3. 2　解析結果
　図 8に，固有値解析により得られた固有振動数 fとス
パン Lbの関係を示す。固有振動モードは主構造全体系
の 1次曲げモードに着目し，各対象橋りょうに対して非
構造部材を考慮しないケースおよび RC高欄以外全てを
考慮したケース（目地有り，目地無し）の結果を示して
いる。図から，T10，S10に着目すると，非構造部材を
考慮しない場合，固有振動数は　　　程度の値となる
一方，非構造部材を全て考慮した場合には　　　程度
の値となり，非構造部材の影響により固有振動数が 2倍
程度に増加していることが分かる。SRC22の場合は，
非構造部材の影響で固有振動数が 3.91Hzから 5.57Hz
まで＋42%程度増加しており，PRC30の場合は，2.77Hz
から 3.95Hzまで＋43%程度増加している。
　3次元 FEMにより得られる固有振動数を基に，以下の
方法により断面剛性に換算して評価する。主構造を添え字
m（main structure），非構造部材を添え字 n（non structural 
member）で表現し，主構造と目地数 jを有する非構造部
材を同時に考慮した場合の曲げ剛性を　　　，主構造のみ
を考慮した場合の曲げ剛性を　　　とすると，非構造部材
に起因する曲げ剛性増分　　　 は　　　　　　 で算出
する。さらに，非構造部材による平面保持の仮定の成立性
を評価する指標として，有効係数λnは上記　　　 と平面
保持の仮定に基づき算出される非構造部材に起因する曲げ
剛性増分　　　 の比　　　　　　　により算出する。
　図 9に，非構造部材の種類毎の有効係数λnを示す７）。
λn＝1の場合には非構造部材と主構造が剛結され平面保
持が成立すること，λn＝0の場合には非構造部材の剛性
寄与が皆無であることを意味する。図から，路盤コンク
リートは 0.9，トラフは 0.3，地覆は 0.5程度の有効係数
λnを考慮することで概ね安全側の評価となることが分
かる。結果は割愛するが，同様に，排水勾配コンクリー
トは 1，CAモルタルは 0.5，軌道スラブは 0.5，レール
は 0.5程度の有効係数λnが安全側の評価を与える値と

して得られている。ただし，レールやトラフ，地覆は断
面積が小さいこと，排水勾配コンクリートは中立軸に近
く主構造の有効剛性に及ぼす影響が一般に小さいことか
ら，実設計で考慮するメリットは少ない。RC高欄は高
さの増加とともに有効係数が低下する傾向にあり，概し
てλn＝0～0.8程度の範囲にあり，高さが 800mmの場合
はλn＞0.3程度を概ね満足する結果であることが分かる。
　非構造部材の伸縮目地による剛性増分の低下量につい
て考察する。この低下は目地部において曲げ剛性が局所
的に低下することで，有効となる曲げ剛性が低下するこ
とによる。伸縮目地を有する場合の曲げ剛性の有効係数
λn,jは　　　　　　　により算出する。ここで，λn,jの
添字 jは伸縮目地の線路方向の個数，　　　 は伸縮目地
が 0個として各非構造部材を考慮した場合の曲げ剛性
の増分，ここで，　　　 は伸縮目地が j個として各非構
造部材を考慮した場合の曲げ剛性の増分を表す。λn,j＝1
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図８　固有振動数とスパンの関係

図９　非構造部材の種類毎の有効係数λn
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の時，伸縮目地による剛性低下が発生しないことを意味
する。
　図 10に，路盤コンクリート，トラフおよび地覆の非
構造部材上の伸縮目地数が主構造の曲げ剛性の有効係数
に及ぼす影響を示す。縦軸はλn,jである。横軸は伸縮目
地数 jであり，5m間隔を基本としていることから，ス
パンが短い 10m程度の桁の場合は 1つしか配置されな
い。図中の推定式は，非構造部材の線路方向応力の分布
を考慮した変断面梁のモード剛性に基づき，理論的に算
出した簡易近似式である。hは非構造部材の高さ，Lmは
目地間隔であり 5mが一般的な値である。
　図から，目地数の増加とともに全構造部材において
λn,jが低下する傾向が確認できる。トラフ，地覆と比較
すると路盤コンクリートの低下量が小さいことが分か
る。これは，路盤コンクリートの高さ hが 250mmであ
る一方，トラフ，地覆の高さ hは 350mmであり，高さ
が高い程，伸縮目地近傍において応力を負担しない非構
造部材の領域が相対的に増加するためと考えられる。目
地が各桁に最大限設置された場合，λn,jは 0.75～0.85程
度であり，伸縮目地の影響で 15～25%程度の主構造剛
性に対する寄与が低下することが分かる。

４．�列車通過時のコンクリート桁の再載荷時曲
げ剛性の算定方法

4. 1　応答急増領域の判定
　以上の検討結果に基づき，コンクリート桁の曲げ剛性
の設定方法を提案する。
　一般的な RC桁および PC桁の曲げ剛性については，

従来の設計標準と同様に，全断面有効剛性（以下，従来
法とする）とする。RC部材は曲げひび割れによる剛性
低下が認められるが，実構造物で想定される荷重レベル
では低下の割合は小さく，非構造部材の剛性寄与による
増加分と相殺されるため，全断面有効剛性で設定できる
と考えられる。一方，PRC桁に対しては，曲げひび割
れによる剛性低下を想定して共振に伴う応答急増領域の
判定を行い，従来法の適用可能性を判断する。共振によ
る顕著な動的応答増幅が懸念される場合には，曲げひび
割れによる剛性低下と非構造部材の寄与を考慮して再載
荷時有効剛性を算定（以下，詳細法とする）する。
　図 11に，応答急増領域の判定方法の概要を示す。衝
撃係数は，式 (3)により表される速度パラメータαを関
数として Lb/Lv毎に与えられた解析結果により求めるこ
とができる（Lvは車両長）。

 (3)

ここで，vは列車速度，fは固有振動数である。
　図から，本ケースの場合はα＝0.3～0.4，α＝0.6の
領域で急激に増加していることが分かる。この領域では
それぞれ 3次共振，2次共振（fLv/v＝3，2）が発生して
おり，列車荷重による加振周期と部材の固有振動数が一
致することにより応答が急増する。このような応答急増
領域で部材を設計する場合には，部材剛性に依存して衝
撃係数が大きく変動することから，精緻に部材剛性を評
価する必要がある。一方で，それ以外の領域では衝撃係
数はαに対して鈍感となり，部材剛性の設定が衝撃係
数の算定に及ぼす影響は小さい。
　応答急増領域の判定は以下の手順で実施する。
① 全断面有効剛性 EIgに基づき衝撃係数 iα0（α＝α0）を
算定する。

v
2 fLb

α＝

図11　応答急増領域の判定方法の概要

図10　�伸縮目地数が主構造の曲げ剛性の有効係数に及
ぼす影響
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② 剛性低下率 0.65を仮定して衝撃係数 iα1（α＝1.25α0）
を算定する。
③  iα1－iα0＜0.25α0もしくは iα1＜2α1（＝1.25α0）：応答急
増領域外であり従来法による算定可

　 iα1－iα0＞－0.25α0かつ iα1≧2α1（＝1.25α0）：応答急増領域
内であり詳細法による算定が必要
　上記②で曲げひび割れによる剛性低下率の観測値とし
て最も小さい部類に入る 0.65を仮定し，③においてこ
のときの衝撃係数の試算により，曲げ剛性低下時の衝撃
係数の増加を判定するものである。

4. 2　再載荷時有効剛性の評価方法
　コンクリート桁や合成桁等でひび割れの発生の有無
や，線区によって非構造部材の種類や形状が異なる。こ
れらの違いを主構造との一体性を表す有効係数という統
一した指標を用いて，簡易な断面計算から算定する方法
を提案する。
　図 12に，再載荷時有効剛性 EIeqr算定の概要を示す。
再載荷時有効剛性 EIeqrは，ひび割れの発生や繰り返し
載荷に伴う剛性低下および非構造部材の剛性寄与を考慮
して算定する。具体的には，EIeqrは式 (4)により設計で
の簡便性を考慮して平面保持の仮定に基づき算出する。
ただし，断面を構成する各要素 iに存在するひび割れ，
伸縮目地の影響を加味して有効係数λiにより剛性を低
減する。

 (4)

 (5)

ここで，Ei：各断面構成要素の設計ヤング率，Ai：各断
面構成要素の断面積，Ii：各部材図心軸回りの断面二次
モーメント，yi：スラブ上面からの各部材図心までの距
離，e：ひび割れと非構造部材を考慮した場合の平均的
な図心位置である。
　RC，PRC部材等，主構造に曲げひび割れの発生によ
る剛性低下が予想される場合，実験結果の概ね下限を示
す経験式である式 (2)により有効係数λ（＝Ieqr/Ig）を算
定する。式 (2)の Mdmaxは，本来は衝撃係数の関数とな

るため繰り返し計算により算定する必要があり煩雑とな
ることから，実務設計においては一般的な設計条件にお
ける安全係数等を勘案して Mdmax＝0.8Myとしてよい。こ
の時，Ieqr≒0.1Ig＋0.9Icrを与える。PC部材や鋼部材等の
ように主構造の剛性低下が発生しない場合には，Ieqr＝Ig

とする。
　非構造部材に対しては，供用期間に渡って主構造と一
体性が確保できる構造詳細が成立する場合には有効断面
に見込めると考えられる。路盤コンクリートおよび軌道
スラブは，主構造の剛性への寄与が大きい部材であるこ
とから，設計で考慮することが合理的である。ただし，
非構造部材種別に応じた有効係数λを考慮する。有効
係数λは，主構造と一体打ちでない伸縮目地を有する
路盤コンクリートに対しては，λ＝0.9に，伸縮目地の
影響で 15～25%程度の主構造剛性に対する寄与が低下
することから有効係数に 0.8を乗じて，一般的な有効係
数λ＝0.9×0.8≒0.7とする。軌道スラブはλ＝0.5と
する。一般に，レールや排水勾配コンクリートや背の低
い地覆等のその他の非構造部材を考慮しても良いが，断
面が小さく寄与は小さいことから無視して計算するのが
合理的である。

4. 3　提案方法の妥当性の検証
　表 2に，再載荷時有効剛性 EIeqrの推定手法の妥当性
を示す。ここでは，顕著な共振現象が発生している
PRC桁（Lb＝29.2m）１）を対象として試計算を行い，提
案手法の妥当性を検証する。非構造部材は，現地測定に
近い条件として，路盤コンクリートは幅 2420mm×高
さ 100mm（λn＝0.9×0.8），トラフは 250mm×350mm
（λn＝0.3×0.8），地覆は 250mm×350mm（λn＝0.5×
0.8），排水勾配コンクリートは 2500mm×500mm（λn＝
1.0），CAモルタルは 2340mm×50mm（λn＝0.5），軌道
スラブは 2340mm×190mm（λn＝0.5），レールは 60kg
レール（λn＝0.2）とした。伸縮目地が設置される非構
造部材にはその影響を考慮した。実測結果は同一の標準
設計の 10橋程度の時系列データの多数の実測結果の範
囲を示している，2.42～4.5Hz程度の範囲である。列車
速度が 260km/hの場合，2.89Hzとなると 1次共振が発
生する。表から，再載荷時有効剛性 EIeqrと全断面有効
剛性 EIgの比の実測値は最小で 0.7程度であり，提案法

EIeqr＝∑ i
Eiλi｛ Ii＋Ai（yi－e）2｝

ΣiλiEi yiAi

ΣiλiEiAi
e＝

表2　再載荷時有効剛性 EIeqrの推定手法の妥当性

図12　再載荷時有効剛性 EIeqr算定の概要

鉃道総研報告　Vol.37,  No.9,  2023 23



により非構造部材とひび割れをそれぞれ考慮することで
実測の最小程度の固有振動数および EIeqr/EIgを適切に評
価できていることが分かる。EIeqr/EIgの実測値は最大で
2.4程度であり，提案手法で非構造部材のみを考慮した
1.27より大きい値を示しているが，これはコンクリート
材料のヤング率や路盤コンクリートの厚さが個体ごとに
異なることなどが大きく影響していると考えられる。主
構造のヤング率を 1.3倍，路盤コンクリートの厚さを
300mmと仮定すると 4.2Hzとなり，実態の高剛性な例
と近い値となる。

５．まとめ

　本稿では，衝撃係数およびたわみの算定の際のコンク
リート桁の曲げ剛性の評価方法に関する検討を行った結
果を示した。
・ コンクリート部材の静的載荷試験および疲労試験結果
に基づき，繰り返し載荷の増加によるひび割れの進展
と曲げ剛性の低下を考慮した推定式を提案した。
・ 多様な桁構造を対象とした有限要素解析等により，非
構造部材の種類毎に桁剛性への寄与を定量化した。
・ コンクリート部材のひび割れによる剛性低下と，非構
造部材の剛性寄与を考慮した桁の曲げ剛性の簡易評価
方法を提案した。
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１．はじめに

　バラスト軌道のロングレールでは，温度変化に伴う伸
縮がレール締結装置とまくらぎを介して道床により拘束
されるため，レール軸力が生じる。特に，夏季高温時に
なると，圧縮方向のレール軸力が生じ，これが許容限度
に達すると，軌きょうはレール横方向に道床を押し出し
ながら張り出す座屈を生じる恐れがあるため，ロング
レール区間では座屈に対する適切な管理が必要となる。
　レールへの温度荷重と軌道の内力の釣り合い状態とし
て，図 1にレール横移動量と中立温度（レール軸力が 0
となる温度）からのレール温度上昇量の関係を示す。レー
ル温度上昇量が大きくなり，同図の極大点 Aに到達す
ると，釣り合い状態が不安定な経路 ACを介することな
く点 Bへと飛び移り，レール横移動量が一気に増加す
る。これが軌道でみられる座屈の挙動を表している。な
お，レール横移動量が微小な経路 OAのうち，点 Cに
おけるレール温度上昇量 Tcまでの経路では，任意のレー
ル温度上昇量における釣り合い点がひとつしかなく飛び
移り座屈が生じないことから，Tcは座屈が理論上生じ得
るレール温度上昇量の下限値となる。ここで，点 Aに
おけるレール温度上昇量 Ta（以下，座屈発生温度）は，
通り変位の増大等により低下することが指摘されてい
る１）２）。日本の現行の座屈管理では，通り変位が座屈強
度に及ぼす影響を包含する形で，Tcをもとに座屈に対す
る安全余裕度を評価している３）。
　しかしながら，座屈発生温度 Taと Tcの間には少なか

らず温度差があることから，現行の座屈管理は安全余裕
度を必要以上に確保している可能性があり，保守コスト
の観点から合理的でない場合もあると考えられる。一方
で，安全余裕度の緩和に向けては，通り変位の影響を受
ける座屈発生温度を精度よく評価する必要がある。これ
までに，座屈発生温度と Tcの温度差を考慮して安全余
裕度を緩和しようとする検討４）が行われているが，こ
の検討は実際の軌道でみられる複雑な通り変位を十分に
考慮したものではない。
　そこで，実軌道の座屈発生温度を精度よく評価するこ
とを目的に，軌道検測車で取得された通り変位データを，
レール横方向のゆがみ形状（以下，レール形状）として
考慮した軌道の FEMによる座屈解析を多数実施した。
その結果を踏まえて，多大な計算コストを要する FEM
解析を介することなく，複雑な通り変位の状態を考慮し
たロングレールの座屈発生温度を簡易に推定する方法５）

を提案した。

通り変位データを用いたロングレールの座屈発生温度の
簡易な推定方法

山岡　大樹＊　　玉川　新悟＊　　西宮　裕騎＊

Simple Estimation Method of Buckling Temperature of Continuous Welded Rail Considering Lateral Track Irregularities

Daiki YAMAOKA　　Shingo TAMAGAWA　　Yuki NISHINOMIYA

　The control index for buckling of continuous welded rails in Japan is set based on the lowest rail temperature 
increase that buckling can occur theoretically. However, there is a considerable difference between the index 
temperature and the buckling temperature at which the actual rail buckling occurs. Therefore, the current 
buckling control index may have an excessive safety margin for buckling. In order to improve the accuracy of 
control index, it is necessary to estimate buckling temperature affected by lateral track irregularities. In this 
study, we have proposed a method for easily estimating the buckling temperature of continuous welded rails 
considering lateral track irregularities measured by a track inspection car.
キーワード：通り変位データ，軌道検測車，ロングレール，座屈発生温度，FEM

図１　レール横移動量とレール温度上昇量の関係
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２．FEM座屈解析による基礎的検討

2. 1　解析ツールおよび解析モデルの概要
　軌道の FEM座屈解析では，著者らの一部が過去に開
発した非線形静的座屈解析ツール６）を用いることとし
た。なお，本解析ツールは，実物大軌道を用いた座屈試
験の結果と良好な一致を得ており，その妥当性を確認し
ているものである６）。
　図 2に本稿で用いた座屈解析モデルの概要を示す。本
モデルは全長 100mの直線軌道モデルで，温度変化に伴
うロングレールの自由伸縮が生じない不動区間を想定し
て，両端のレール長手方向（x軸並進方向）の変位を拘
束した。レールとまくらぎについては Euler梁要素で模
擬した。また，レール締結装置については縦方向（x軸
並進方向）・横方向（y軸並進方向）・回転方向（z軸周
り回転方向）の抵抗力の特性をレール上の節点とまくら
ぎ上の節点を接続するばね要素で，道床縦抵抗力および
道床横抵抗力の特性をまくらぎ端の節点と不動点を接続
するばね要素で定義した。なお，各ばね要素は非線形特
性を付与することができる。
　本解析は有限変位理論に基づき，釣り合い経路の解法
として荷重増分法と弧長増分法７）を併用している。

2. 2　解析モデルの諸元
　表 1に解析モデルの諸元を示す。レールとまくらぎは
それぞれ 50kgNレールと 3号 PCまくらぎを対象とし
て，各材料特性を付与した。レール締結装置の各抵抗力
は実際のバラスト軌道用のレール締結装置で標準的に使
用される値８）９）とした。道床縦抵抗力および道床横抵抗
力は非線形特性４）とし，道床横抵抗力の最終値（以下，

最終道床横抵抗力）は，急曲線を除く区間で一般的に確
保される値10）とし，道床縦抵抗力の最終値は最終道床
横抵抗力の 1.5倍とした。
　また，次節の 2.3.1項の検討に際して，式 (1)による仮
想的な通り変位を図 2（a）および表 1に示す通り与えた。

 (1)

　ここに，y0：通り変位，h：通り変位の波高，L：通り
変位の波長である。
　なお，本稿では初期の通り変位に伴うレールの曲げ
モーメントや道床抵抗力の変化等は考慮していない。

2. 3　FEM座屈解析による基礎的検討
2. 3. 1　各パラメータと座屈発生温度の関係
　本項では解析モデルのパラメータである，レール締結
装置の各抵抗力，道床縦抵抗力，道床横抵抗力，通り変
位の波高に関して，各パラメータを変化させた座屈解析
を実施し，各パラメータと座屈発生温度との関係を整理
した。なお，任意のパラメータを変化させる際には，そ
の他のパラメータ値は表 1に示す値（標準値）でそれぞ
れ固定した。
　図 3に各パラメータと座屈発生温度の関係を示す。ま
ず，図 3（a）～（c）によると，レール締結装置の各抵

）y0＝ x1＋cos ,　－（ 2π
L

h
2 ≤ x ≤

L
2

L
2

表１　解析モデルの諸元（標準値）

図２　座屈解析モデルの概要
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抗力をそれぞれ標準値の 0.5倍～2.0倍で変化させた場
合の座屈発生温度は，最大値で 71.6℃，最小値で 69.5℃
であり，標準値の場合の座屈発生温度 70.2℃と比較して
も顕著な差は認められなかった。
　次に，図 3（d）によると，道床縦抵抗力については，
標準値の 0.5倍～2.0倍で変化させた場合の座屈発生温
度が標準値の場合と一致した。一方，図 3（e）によると，
道床横抵抗力については，その増加に対して座屈発生温
度は 13℃/（kN/m/レール）程度の変化が認められた。
　最後に図 3（f）によると，通り変位の波高の増加に対
して座屈発生温度は非線形に低下し，波高を 4mmから
20mmに増加させると 67℃程度の低下が認められた。
2. 3. 2　�通り変位に関するパラメータが座屈発生温度

に及ぼす影響
　軌道検測車で測定した通り変位波形をもとに座屈発生
温度を推定するためには，波形を特徴づけるパラメータ
のうち，座屈発生温度に影響する支配因子を特定するこ
とが重要である。そこで本項では，軌道検測車で取得さ
れる複雑な通り変位を用いた検討に先立ち，通り変位波
形の種類やその波高および波長を変化させた座屈解析を
行い，通り変位に関するパラメータと座屈発生温度の関
係を整理した。
　本項では，軌道の座屈強度に関する理論解析１）に従
来用いられてきた，図 4に示すような 4種類の波形を
通り変位波形として，その波長および波高に関するパラ
メータ解析を実施した。なお，各波形を表す数式につい
てはここでは省略する。解析モデルは図 2と同様とし，
解析諸元は表 1に示す値とした。
　各波形の波長 Lを 10m～20m，波高 hを 4mm～20mm

で変化させて FEMによる座屈解析を行った。上記の波
長 Lの範囲は，在来線の乗り心地向上の観点から，軌道
変位の抑制が効果的となり，軌道管理上で重要となる値
である11）。また，波高 hの最大値 20mmは，JRの在来
線で用いられている軌道整備基準値12）のうち，走行速度
120km/h以上の線区における通り変位の基準値相当の値
である。
　図 5（a）に，波高 10mmで一定とした場合における波
長と座屈発生温度の関係を示す。同図より，各波形につ
いて，波長の増加に伴い座屈発生温度が増加する傾向を
示している。ただし，同じ波長で比較した場合，波形に
より座屈発生温度が異なることが分かる。
　図 5（b）に，波長 10mで一定とした場合における波
高と座屈発生温度の関係を示す。同図より，各波形につ
いて，波高の増加に伴い座屈発生温度が低下する傾向を
示している。ただし，同じ波高で比較した場合，波形に
より座屈発生温度が異なることが分かる。
　以上の結果と，図 4に示した波形よりも複雑な波形を

図３　各パラメータと座屈発生温度の関係

図４　設定した通り変位波形
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有する実軌道の通り変位では，波長や波高を定義するこ
とが困難であることから，波長もしくは波高のパラメー
タのみで実軌道の座屈発生温度を推定するのは困難であ
ると考える。一方で，波長の増加と波高の減少に伴い座
屈発生温度が増加する傾向を踏まえると，波形の曲率と
座屈発生温度の間には関係性があることが推測される。
そこで，曲率と座屈発生温度に着目した整理を行った。
　図 5（c）に波長が 10m～20m，波高が 4mm～20mの場
合における波形の曲率の最大値（以下，最大曲率，κmax）
と座屈発生温度の関係を示す。なお，波形の曲率は，次
章に示す軌道検測車データにも適用できるように，曲率
の算定式を離散化した式 (2)～式 (4)により計算している。

 (2)

 (3)

 (4)

　ここに，xi，yi（i＝－2～2）は連続する 5点のレール
節点の通り変位を含む x軸，y軸の座標値である。
　図 5（c）より，座屈発生温度は，各波形について，最
大曲率の増加に伴い低下する傾向を示している。また，
同じ最大曲率において，各波形における座屈発生温度は
概ね一致している。よって，波形の最大曲率により，複
雑な通り変位を有する実軌道の座屈発生温度を推定でき
ると考えられる。

３．通り変位データを用いた軌道の座屈解析

　本章では，2章の基礎的検討の結果を踏まえて，軌道
検測車で測定した通り変位データを用いた座屈解析を行

い，解析結果と通り変位波形の最大曲率との関係を整理
することで，軌道検測データから座屈発生温度を簡易に
推定する方法について検討した。なお，本稿では通り変
位波形が座屈解析結果に及ぼす影響に着目するため，高
低変位や水準変位，平面性変位などの他の軌道検測デー
タは考慮していない。

3. 1　解析モデルの概要
　解析モデルに反映する通り変位データは，2台車方式
の軌道検測車により 2.1m-14.4m偏心矢法13）で測定され
たものを用いた。なお，測定した通り変位データはデジ
タル逆フィルタ14）にかけて復元波形14）に変換し，これを
解析モデルのレール形状に付加した。曲線軌道の場合は
円曲線状のレール形状に復元波形を付加した。ここで，
復元波形を生成する際の波長帯域は，正矢方式で測定さ
れる検測データへの適用および正矢量に対する基本線形
の影響を除去することを踏まえて 6m～45mとした。なお，
直線および曲線軌道（曲線半径 R400m・600m・800mの
3パターン）の解析ケースを表 2に示すように計 293ケー
ス生成した。図 6に生成した通り変位の復元波形の一例

κ＝
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2
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図５　通り変位に関する各パラメータと座屈発生温度の関係

表２　解析ケースの内訳

図６　生成した通り変位の復元波形の一例
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（直線軌道）を示す。解析モデルの寸法および通り変位
以外のパラメータは図 2および表 1と同じである。

3. 2　制御節点の設定
　解析を実施するにあたり，弧長増分法では，解析モデ
ル中で他の節点の自由度よりも変位が相対的に大きくな
ると考えられる節点の自由度をあらかじめ選定し，その
節点の自由度における釣り合い経路を収束計算により逐
次追跡する必要がある，本解析では，釣り合い経路を追
跡する節点を「制御節点」とし，座屈発生方向に該当す
る y軸並進方向において解析モデル中で相対的に大きな
変位が生じると想定して，制御節点の y軸並進方向の釣
り合い経路を追跡することとした。なお，それ以外の節
点の自由度における収束計算ステップごとの各変位は，
制御節点の y軸並進方向の変位に従属させる形で求める
ことができる。
　一方で，通り変位は図 6のように複雑な形状を有して
おり，座屈が発生する位置（以下，座屈発生位置）をあ
らかじめ特定できない。ここで，2章の検討では，最大
曲率が座屈発生温度に対して関連性があることを示し
た。そこで本解析では，最大曲率が座屈発生温度や座屈
発生位置に影響を及ぼすと予想し，最大曲率となる位置
（以下，最大曲率位置）に該当するレール節点を制御節
点として座屈解析を実施した。ただし，最大曲率位置で
座屈が生じない場合には，座屈発生位置を特定できるま
で制御節点を逐次変更して解析を行った。なお，表 2に
示す解析ケースはすべて，解析結果が解析モデル両端の
拘束条件の影響を受けないよう，事前検討により座屈発
生位置が解析モデルの両端から 15mの範囲内に入る
ケースは含んでいない。

3. 3　解析結果
　3.1節に示した 293の解析ケースについて，座屈解析
を実施した。図 7に，図 6の通り変位を付与した解析
ケースにおける座屈後のレール形状を一例として示す。
同図より，最大曲率に該当する位置の近傍において，座
屈が生じていることが分かる。その一方で，最大曲率位
置と座屈発生位置が乖離するケースも確認された。ただ
し，このようなケースでは，図 8に示すように座屈発生
位置における曲率が最大曲率と近い値となっていた。本
研究では，離散データであるレール形状の曲率を式
(2)～式 (4)の通り計算しているが，離散データの曲率の
計算方法は他にも様々な方法があり，計算方法によって
曲率の値が異なることが示唆されている15）。すなわち，
本研究において最大曲率位置と座屈発生位置が乖離した
ケースについて，本研究で示した曲率の計算方法以外の
方法で曲率を計算すると，最大曲率位置と座屈発生位置
が一致する可能性も考えられる。ただし，本研究では，

曲率の計算方法の違いによって，最大曲率位置と座屈発
生位置がどの程度一致するかについて，精度の比較検証
を実施していないため，今後の検討課題としたい。なお，
本研究で検討した範囲内では，最大曲率位置で座屈した
ケースは 293ケース中 248ケースであり，80%以上の
割合で，最大曲率位置で座屈が生じる結果となった。
　続いて，最大曲率位置で座屈が生じた 248ケースに
ついて，図 9に示すように，最大曲率と座屈発生温度の
関係を整理した。同図より，最大曲率と座屈発生温度の
間には，決定係数 0.99程度の対数関数を介した強い関
連性があることを確認した。また，最大曲率位置以外で
座屈が生じた 45ケースについて，図 9中に示した回帰
式に各解析ケースにおける最大曲率を代入して座屈発生
温度を推定し，FEMによる解析値と比較した。図 10に，
上記 45ケースの座屈発生温度の比較結果を示す。同図
によると，最大曲率位置と座屈発生位置が一致しない場
合でも，最大曲率を説明変数として，座屈発生温度を精
度よく推定できることが分かった。これは前述の図 8の

図７　座屈後のレール形状

図８　�最大曲率位置と座屈発生位置が乖離した解析ケー
スの曲率分布

図９　最大曲率と座屈発生温度の関係
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ように，各解析ケースについて，座屈発生位置における
曲率が最大曲率と近い値となっているためである。

3. 4　道床横抵抗力別の回帰推定式
　ここまでの検討では，解析モデル中の道床横抵抗力の
最終値を 4kN/m/レールで一定とした一連の解析を実施
した。一方で，座屈発生温度は道床横抵抗力の影響も受
ける。そこで，表 2に示した全解析ケースについて，最
終道床横抵抗力 g0を 2，6，8kN/m/レールとした場合
（他のパラメータは固定）について，それぞれ同様に座
屈解析を実施し，最大曲率と座屈発生温度の関係を整理
した。
　表 3に道床横抵抗力ごとの最大曲率位置で座屈した
ケース数を，図 11に道床横抵抗力ごとの最大曲率と座
屈発生温度の関係を示す。また，表 4に道床横抵抗力ご
とに得られた，最大曲率（対数表示）を説明変数とした
ときの座屈発生温度の回帰式の係数と決定係数を示す。
　表 3より道床横抵抗力を変化させた場合でも，88%
以上の区間で座屈発生位置を予測できる可能性があるこ
とを示した。また，表 4より最大曲率と座屈発生温度の
間には，決定係数 0.99程度の対数関数を介した強い関
連性があることを確認した。
　以上より，評価区間ごとに異なる道床横抵抗力が設定
された場合でも，道床横抵抗力の値に応じて評価区間内
の最大曲率から座屈発生温度を推定できると考えられる。

４．おわりに

　本研究では，バラスト軌道のロングレールを対象とし
た一連の FEMによる座屈解析を行い，軌道検測車で測
定した通り変位データに基づき，座屈発生温度を FEM
解析よりも簡易に推定する方法について検討した。得ら
れた主な知見を以下に示す。
（1） 　レール締結装置の抵抗力，道床縦抵抗力，道床横

抵抗力および通り変位の波高を変化させた座屈解析
を行った結果，道床横抵抗力と通り変位の波高が座
屈発生温度に及ぼす影響が大きく，なかでも波高の
変化により座屈発生温度が鋭敏に変化することを確
認した。

（2） 　通り変位の波形やその波高および波長を変化させ
たパラメータ解析を行った結果，波長や波高と座屈
発生温度の関係は波形毎に異なるものの，波形の最
大曲率と座屈発生温度の関係は，各波形で一致する
ことを明らかにした。

（3） 　軌道検測車で測定した通り変位の復元波形をレー
ル形状（曲線区間の場合は円曲線を付加）とした座
屈解析を行った結果，軌道形状の最大曲率と座屈発
生温度の間には，最大曲率を説明変数とした回帰式
の決定係数が 0.99程度の強い関連性があることを確
認した。また，この関連性は，道床横抵抗力を変化
させた場合も同様であることを確認した。

（4） 　軌道検測車で測定した通り変位をもとに，レール
形状の最大曲率を計算し，これと上記（3）の回帰
式を用いることで，簡易に座屈発生温度を推定する
実用的な方法を示した。

　今後は，道床横抵抗力やレール温度，中立温度等のば
らつきなど，軌道の実状態をさらに考慮した座屈発生温
度の簡易な推定手法の構築を目指していく予定である。

図10　座屈発生温度の比較結果

図11　道床横抵抗力別の最大曲率と座屈発生温度の関係

表３　最大曲率位置で座屈したケース数

表４　回帰式の係数と決定係数
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１．はじめに

　鉄道信号設備は，列車の安全・安定運行を確保するた
めの設備として，沿線に広く導入されている。また，信
号設備の高機能化および小型化に伴い，リレー制御によ
る継電機器から電子機器への置換えが進んで久しい。一
方で，電子機器は劣化傾向の把握が困難であることが多
く，導入された電子機器の更新時期の適切な設定が課題
となっている。昨今では，更新にかかるコスト低減に加
え，部品供給が不安定な状況への対応策として，電子機
器の長寿命化に対するニーズが高まっている。
　これまでに著者らは，機器室等の屋内ならびに鉄道沿
線環境に設置されている信号用電子機器（以下，それぞ
れ屋内電子機器，沿線電子機器とする）に着目し，使用
環境に応じた摩耗故障期の故障率を算出する寿命評価手
法を開発した１）２）。本寿命評価手法において，信号用電
子機器の耐用寿命は，構成する電子部品や基板とのはん
だ接合部の寿命に依存することが示されており，電子部
品の選定や構成要素の寿命に影響を与える使用環境の改
善などで延命を図ることができると考えられる。
　そこで，これまでに開発した寿命評価手法を活用し，
延命対策の効果を定量化する手法について検討した。本
稿では，寿命評価手法の概要を述べるとともに，延命対
策として取り得る手段ならびに対策効果の定量化手法に
ついて，ケーススタディを実施した結果と併せて報告する。

２．信号用電子機器の寿命評価手法

　本章では，これまでに開発した信号用電子機器の寿命

評価手法の概要について述べる。

2. 1　寿命評価のアプローチ
　信号用電子機器は，複数の基板から構成されることが
多く，各基板上に電子部品がはんだにより接合されるこ
とで回路が構成されている。したがって，電子機器全体
の動作を阻害する故障は，電子部品故障，基板故障，は
んだ接合部故障の 3点に分類される。過去に鉄道事業者
ならびに著者らにより，信号用電子機器の撤去品調査を
行った結果，アルミ電解コンデンサなどの有寿命部品に
明確な特性変化（劣化）を観測するとともに，沿線電子
機器において温度変化に起因するはんだクラックを確認
した。また，基板上の配線には錆や亀裂，断線などの特
異な点は確認されなかった１）２）。ゆえに，電子部品およ
びはんだ接合部を寿命評価の対象部位として扱うことと
した。また，撤去品調査ならびに使用環境に関する現地
調査を行った結果，沿線電子機器において寿命に影響す
る環境ストレスについては，温湿度が支配的であること
が示された２）。
　そこで，沿線電子機器の寿命評価については，図 1に
示すように実装電子部品の寿命予測（部品評価）とはん
だ接合部を含む基板の寿命予測（基板評価）の 2つのア
プローチで実施することとした。以下，2.2節に電子部
品の寿命予測手法について述べる。

2. 2　電子部品の寿命予測手法（部品評価）
　本節では，図 1に示した沿線電子機器の寿命評価手法
のうち，電子部品の寿命予測手法として，主機能に影響
する部品抽出，信頼性試験データの取得，使用環境条件
での寿命算出の 3段階について概要を示す。

信号用電子機器における延命対策効果の定量化手法
藤田　浩由＊　　高﨑　　建＊　　進藤　卓朗＊　　神谷　剛志＊

Quantitative Evaluation Method of Lifetime Prolonging Measures for Electronic Signalling Equipment

Hiroyuki FUJITA　　Ken TAKASAKI　　Takuro SHINDO　　Tsuyoshi KAMIYA

　There is a strong need for prolonging the lifetime of electronic signalling equipment to reduce the replacement 
costs. On the other hand, the availability of equipment has become an issue due to the recent shortage of 
semiconductors. Since the actual lifetime of electronic signalling equipment depends on the lifetime of the 
electronic components and solder joints with the substrates, it is possible to prolong the lifetime by selecting 
suitable electronic components and improving the environment of use. In this paper, a method for quantitatively 
evaluating the effect of lifetime prolonging measures was investigated utilizing the developed method for 
evaluating the lifetime of electronic signalling equipment.
キーワード：信号用電子機器，電子部品，延命対策，寿命予測，定量化手法
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2. 2. 1　主機能に影響する部品抽出
　対象機器において，構成する電子部品が寿命となった
場合に，当該機器の機能に与える影響度解析を FMEA
（Failure Mode and Effect Analysis）の手法を用い，影
響なし（Lv. 0），動作不安定（Lv. 1），部分機能停止（Lv. 
2），ユニット停止（Lv. 3），装置機能停止（Lv. 4）まで
の 5段階のレベルを定義して実施する。基本的には，レ
ベル 2以上の影響度であれば，自己診断機能により故障
検出が可能である一方で，機能に影響があるため，その
部品寿命を機器寿命と捉えることができる。その結果，
アルミ電解コンデンサや光系素子（フォトカプラなど）
に代表される有寿命と考えられる部品，ならびに発熱の
大きい部品を抽出することになる。
2. 2. 2　信頼性試験データの取得
　抽出した電子部品について，当該部品製作メーカより
信頼性試験データを取得し，加速条件（温湿度，電圧・
電流），試験時間，試料数，故障判定基準などの試験条
件を把握する。ここで，後述する累積故障確率の経年変
化を導出するためには，部品寿命まで試験を実施した信
頼性決定試験データの取得が望ましいが，一般には公規
格に基づく信頼性適合試験データのみの部品が多い３）。
　いずれの場合であってもメーカによる既実施の信頼性
試験データを活用することで，新たな加速試験の実施を
不要とすることができる。
2. 2. 3　使用環境条件での寿命予測
　信頼性試験データを実際の使用環境に合わせるため，
加速モデルを使用して，使用環境下での故障時間 L1を
算出する（加速係数 AFを求め，検証時間 L0との積で
算出）。このとき，故障メカニズムが複数想定される場
合には，それぞれに対応した加速モデルにより故障時間
を並列で算出し，最短時間となるものを採用する。なお，
加速モデルは，機器稼働時のストレス要因に関係するも
のを選定することとし，部品製作メーカ毎にモデルが異
なる場合は，対象部品の製作メーカに合わせて選定する
こととする。アルミ電解コンデンサ，フォトカプラにお
ける代表的な加速モデルとして，それぞれ電解液蒸散に
伴う静電容量低下を表す 10℃ 2倍則（アレニウス則の
近似）を式 (1)，内蔵する LEDの輝度低下を表す Black
モデルを式 (2)に示す。

 (1)

 (2)

　ここで，Eaは活性化エネルギー，kはボルツマン定数，
Jは電流密度，Tは絶対温度，nは係数を示し，添え字
の 1は使用環境条件，0は試験環境条件を示す。

　また，電子部品の信頼性試験データより，検証範囲を
特定する。信頼性決定試験を実施している部品の場合は，
定義されている故障時間を使用する。一方，信頼性適合
試験のみを実施している部品に関しては，信頼水準（CL）
における試料数（n）で規定される累積故障確率（F（t））
の値を式 (3)より求める３）。

 (3)

　ここで，信頼性適合試験結果より累積故障確率の経年
変化を推定する手法を図 2に示す。例えば，試料数 22
個，信頼水準 90%，故障数 0個の試験結果で検証可能
な領域は，式 (3)より図 2中の Aで示される領域となる
（F（t）=10%）。本領域を加速モデルにより使用環境下で
の故障時間に拡大すると，Bの領域となる。さらに，図
2に示したようなワイブルプロット上での故障分布の形
状パラメータ（m）を経験的に決定し，累積故障確率の
小さい領域を推定すると，検証領域は Cまで拡大でき
ることとなる。これは，Bにおいて 1個目の故障が発生
したと仮定し，電子部品毎に最小と考えられる形状パラ
メータの値を定める（経験値の中での安全側）ことで求
められる最悪想定の拡大検証領域を推定したものと言え
る。
　このように，図 2の関係が得られると，任意の累積故
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図１　沿線電子機器の寿命評価手法の概要

図２　�信頼性適合試験に基づく累積故障確率の経年変化
推定手順
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障確率に至るまでの時間を推定することができるため，
対象部品における耐用寿命の決定を可能としている。

３．延命対策として取り得る手段

3. 1　延命対策の考え方
　信号用電子機器の延命対策として取り得る手段につい
て，対象機器の設計変更，および使用環境の見直しの大
きく 2種類の手段に分類し，2章で述べた寿命評価手法
に基づき検討を行った４）。前者は，対象電子機器を構成
する電子部品の選定や回路構成など，後者は，寿命の支
配的要因である温湿度環境の改善などが該当する。以下，
3.2，3.3節にそれぞれの具体的な手段について述べる。

3. 2　対象機器の設計変更による対策
　本対策は，電子部品の選定と回路構成の見直しを主と
する。対象機器を構成する電子部品のうち，寿命評価手
法にて故障に至る時間が短い部品を抽出し，抽出された
部品に対して対策を行う。対策として取り得る手段につ
いては，①部品自体を長寿命対応品あるいは②信頼性試
験条件の厳しいものに変更すること，③回路構成を見直
すことで，部品を定格値以下で動作させるディレーティン
グの度合いを高めることが挙げられる。それぞれの具体
的な手段を表 1に示す。一方，はんだ接合部については，
応力を緩和する基板設計の見直しなどの対策も挙げられ
る。
　なお，本対策は設計変更を伴うため，既製品の延命対
策にはなりにくいが，本質的な対策となることから新規
設計時やオーバーホール時の手段としては有効と考える。

3. 3　使用環境の見直しによる対策
　本対策は，対象機器の使用環境のうち寿命の支配的要
因である温湿度環境の見直しを主とする。温湿度環境の
見直しは，これまでに鉄道事業者や機器製作メーカが
様々な取り組みをしており，代表的な事例では直射日光
による温度上昇を防ぐための収容箱への遮蔽板設置があ
る。遮蔽板を設置することで，収容箱内の温度変化が緩
やかとなり，日較差（最高温度と最低温度の差分）が小
さくなるとともに，平均温度も若干低下することが示さ
れている２）。寿命評価手法を踏まえると，上記事例のよ
うな使用環境の改善により信頼性（加速）試験条件と使
用環境条件との差を大きくすることができるため，加速
係数の増加分だけ対策効果が期待できる。
　なお，本対策は対象機器自体への対策ではなく，使用
環境による対策となるため，既製品の延命対策としても
有効である。使用環境の対象を温度と湿度に区分し，具
体的な対策として，温度については収容箱表面への機能
性塗料の塗布などによる温度ならびに温度差低減対策

を，湿度については収容箱内部への調湿材の設置などに
よる湿度低減対策を実施し，鉄道総研所内にて比較検証
試験を行った結果を 3.3.1および 3.3.2項に示す。
3. 3. 1　温度・温度差低減対策
　本項では，収容箱内部の温度ならびに温度差低減を目
的に表面への機能性塗料の塗布などの対策を比較検証し
た結果を示す５）。
（1）検証方法
　沿線電子機器として一般的な踏切用列車検知装置用の
収容箱（制御子箱）を供試体とし，表 2に示す対策を施
した。供試体として用いた制御子箱は，箱本体に対して
扉面と下部を除き，遮蔽板が取り付けられている。対策
には，屋根用高日射反射率塗料（JIS K 5675）で規格化
された近赤外線領域の光を高レベルで反射する特性を持
つ高日射反射率塗料，放射冷却現象を生じさせる放射冷
却塗料およびフィルムを用い，直射日光のあたる面に施
工した。放射冷却塗料およびフィルムは，直射日光だけ
でなく収容箱内部の熱を放出する効果を持つことから，
直射日光のあたる面だけでなく，箱本体にも施工した供
試体を比較用に準備した。
　日射による収容箱内の温度上昇の低減効果を検証する
ため，2022年 9月 29日～10月 4日の 6日間，鉄道総
研所内において，箱内に温湿度ロガー（おんどとり TR-
72wf-S，T&D製）を設置し，空間温度を測定した。また，
外気温度と照度を測定するため，百葉箱に温度および照
度ロガー（おんどとり TR-74Ui，T&D製）を設置した。
なお，供試体の設置環境の均一化と現地環境を模擬する
ため，図 3に示すように風通しの良いケース上に収容箱
の扉面を南向きに揃えて設置するとともに，日射による
影の影響を相互に受けない離隔を確保した。
（2）検証結果
　試験期間の代表として，晴天であった 10月 3日の温
度測定結果を図 4に示す。照度の変化に合わせて箱内温
度も追従しており，対策なしでは箱内温度が外気温に対

表１　設計変更による延命対策の手段
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して最大で 7℃程度高い結果となった。対策なしを基準
とすると，温度差低減につながる最大温度の抑制効果は，
放射冷却フィルム（No. 6：－6.4℃，No. 5：－5.7℃）
が最も大きく，放射冷却塗料（No. 4：－5.3℃，No. 3：
－5.0℃）および高日射反射率塗料（No. 2：－5.1℃）に
ついても 5℃程度の抑制効果が得られた。また，施工箇
所による差異は，箱本体にも施工した供試体の方が 1℃
未満ではあるが最大温度の抑制効果が大きい結果となっ
た。つまり，直射日光だけでなく，収容箱内部の熱を放
出する効果が得られたと言える。
　一方，平均温度については日射の影響がない早朝なら
びに夜間時間帯において，箱内温度が外気温とほぼ同一
となることから，最大温度ほどの抑制効果はないものの，
概ね 2℃～3℃程度の低減効果が得られた。
3. 3. 2　湿度低減対策
　本項では，収容箱内部の湿度低減を目的に箱内部への
調湿材の設置による対策を検証した結果を示す６）。
（1）検証方法
　温度・温度差低減対策の検証と同一の制御子箱を供試

体とし，調湿材の有無による箱内相対湿度の低減効果を
検証するため，図 5に示すように収容箱扉面の内側に調
湿材（G-ブレス，NTT AT製）を設置した。また，制御
子箱は通常，内部を仕切るために木板（ラワン合板）が
用いられており，木板自体も調湿効果を発揮すると考え
られるため，参考までに木板を取り外した条件でも検証
を行った。なお，いずれの条件においても箱内を密閉状
態とした。
　検証試験は，2022年 9月 2日～5日，同 9月 10日，
11日の延べ 6日間実施し，測定条件は温度・温度差低
減対策の検証と同一とした。
（2）検証結果
　試験期間の代表として，晴天かつ期間中最も気温の高
かった 9月 4日の湿度測定結果を図 6に示す。外気の
湿度と木板なしの条件がほぼ同一の変化をしており，日
中にかけての外気温の上昇に伴い相対湿度が低下する様

表２　温度・温度差低減対策の供試体施工条件

図３　供試体設置状況（温度測定）

図４　温度測定結果（10月 3日，照度含む）

図５　供試体設置状況（湿度測定）

図６　湿度測定結果（9月 4日）

図７　湿度測定結果（1日平均相対湿度）
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相となった。これは，空気中の水蒸気量がほぼ一定であ
るのに対し，外気や木板なしでは，温度が上昇したため
見かけ上の相対湿度が低下した結果と考えられる。一方，
木板のみ，および木板と調湿材を組み合せた条件では，
1日を通して相対湿度の値はほぼ一定となった。木板お
よび調湿材については，同様の条件下においても調湿効
果が作用したため，相対湿度が一定に保たれたと考えら
れる。また，調湿効果について日間の平均相対湿度で比
較すると，図 7に示すように調湿材を設置した条件の方
が木板のみよりも高い調湿効果が得られ，相対湿度が 5
～7%程度低下する結果となった。

４．延命対策効果の定量化手法

4. 1　延命時間の定量化
　3章で示した延命対策の実施効果について，定量的な
評価を行うため，延命時間への換算を行う。これにより，
各対策の実施効果が延命時間という同一の評価軸で比較
できるため，対策の費用対効果の評価が容易となる。
　延命時間の定量化にあたっては，2章で述べた寿命評
価手法を活用する。対象機器の設計変更による対策にお
いて，部品選定の見直しについては，寿命評価の基準と
なる信頼性試験条件（試験時間，試験温度，試料数など）
が変更となる。したがって，見直し前後の電子部品の信
頼性試験条件を用い，寿命評価結果を比較することで，
延命時間を導出することができる。一方，回路構成の見
直しについては，ディレーティングによる使用電圧や故
障判定しきい値などの使用条件の変更となるため，見直
し前後の電子部品の使用条件を用い，上記と同様に寿命
評価結果を比較することで，延命時間を導出することが
できる。また，使用環境の見直しによる対策においても，
回路構成の見直しと同様に温湿度などの使用条件の変更
となる。
　すなわち，各延命対策による効果は，信頼性（加速）
試験条件と使用環境条件との差分による加速係数の増加
分，および試験条件における検証時間や試料数の増加分
により，延命時間に換算することで定量評価が可能とな
る。ここで，信頼性適合試験結果より累積故障確率の経
年変化を推定する手法として示した図 2に基づき，加速
係数および検証時間，試料数が増加した場合の検証範囲
の拡大イメージを図 8に示す。

4. 2　ケーススタディ
　本節では，延命対策の手段毎に延命時間を試算した
ケーススタディ結果について述べる。延命対策の手段は，
部品選定の見直しにおいては長寿命対応品および信頼性
試験条件の厳しい部品への変更，回路構成の見直しにお
いてはディレーティング，使用環境の改善においては温

度，湿度，温度差の低減の事例を対象とした。延命対策
効果の定量化結果を表 3に示す。なお，はんだ接合部以
外の電子部品は，累積故障確率 1%に至るまでの時間
（B1 life）を試算した。
　部品選定の見直しにおいては，アルミ電解コンデンサ
を例に，信頼性試験条件として試験時間，試験温度，試
料数を変更した場合の延命時間を試算した。試験時間お
よび試験温度の変更に対しては加速モデルとして，10℃
2倍則である式 (1)を用い，試料数の変更に対しては式
(3)により，延命時間の定量化を行った。対策前の電子
部品と比較して，特に長寿命対応品（1,000h品
→ 5,000h品）や温度カテゴリ（T0）のランクを上げた
部品（105℃品→ 125℃品）を選定することで，大幅な
延命効果が期待できる結果となった。また，回路構成の
見直しにおいては，フォトカプラを例に入力電流 IFを
ディレーティング（20mA→ 16mA）した場合の延命時
間を Blackモデルである式 (2)を用いて試算し，加速モ
デルに応じた延命効果が得られることを確認した（式
(2)中の電流密度 Jを電流 Iと読み替え）。さらに，使用
環境の改善においては，3.3節で示した検証試験で得ら
れた結果を参考に，アルミ電解コンデンサを例に温度低
減（平均温度 3℃低減），はんだ接合部を例に温度差低
減（温度差 5℃低減），半導体を例に湿度低減（平均相
対湿度 5%低減）した場合の延命時間を試算した。はん
だ接合部については，加速モデルとして，式 (4)に示す
修正 Coffin-Manson則を用い，半導体については式 (5)
に示す相対湿度モデルを用いた。

図８　�加速係数，検証時間，試料数の増加に伴う検証範
囲の拡大イメージ
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 (5)

　ここで，fは 1日当たりの温度サイクル数，ΔTは温
度差，Tmaxは最高温度，RHは相対湿度，m，nは係数を
示し，添え字の 1は使用環境条件，0は試験環境条件を
示す。いずれも使用環境の改善に対して，加速モデルに
応じた延命効果が得られることを確認した。
　このケーススタディにより，延命対策の手段毎にその
効果を延命時間として定量化できることが確認できた。
本定量化手法を用いることで，各対策にかかる費用や実
現性を考慮した実施判断が可能となると考えられる。

５．おわりに

　本稿では，信号用電子機器の寿命評価手法の概要を述
べるとともに，延命対策として取り得る手段ならびに対
策効果の定量化手法について，ケーススタディを実施し
た結果と併せて報告した。
　延命対策の手段として，対象電子機器を構成する電子
部品の選定や回路構成の見直し，および寿命の支配的要
因である温湿度環境の改善を挙げた。延命対策の実施効
果については，寿命評価手法を活用し，延命時間へ換算

する手法を構築することで，各対策の実施効果が延命時
間という同一の評価軸で比較できるため，対策の費用対
効果の評価が容易となる。
　今後，本定量評価手法や使用環境センシングによる状
態監視手法７）をはじめとする寿命予測技術を活用する
ことで，信号用電子機器のライフサイクルコストの最適
化を目指す。
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１．はじめに

　地震や車両火災など車内外の要因によって駅間に停車
した列車から旅客を避難させる状況に備えて，避難を迅
速なものとするさまざまな対策がとられている。避難誘
導訓練，避難用器具の搭載，誘導のための係員の配備，
降車方法の検討など多様な側面があるうち，本稿に述べ
る調査研究は，駅間に停車した列車内にいる旅客への情
報提供を対象とする。
　迅速な避難のためには，旅客に対して必要な情報を速
やかに，かつ，わかりやすく伝えることが重要である。
このため，旅客に何をどのように知らせるかを明らかに
することが課題となるが，提供すべき情報やその提供方
法は，非常事態の種類や車内に搭載されている非常用設
備や係員の有無などの避難に関わる状況によって異な
る。そこで，まず様々な避難状況を旅客への情報提供の
観点で 3類型に集約した（第 3章）。また，提供する内
容・方法は旅客の心理・行動的な特性に基づいて決める
必要がある。そこで，駅間に停車した列車からの避難を
想定したWeb調査を実施し，避難が必要な状況におけ
る旅客の行動の意向や，それを規定する役割意識等を把

握した（第 4章）。これらを元に情報提供について考慮
すべきポイントを整理した（第 5章）。本稿では，将来
的な無人運転（GoA4.0１））まで視野に入れ，最も避難
誘導が難しい条件として乗務員がいない場合の車外避難
について検討した。ここでは，運転士や車掌など列車内
にいる係員を乗務員と呼び，指令や駅係員など列車外に
いる係員と区別する。ただし，列車の内外にいる係員を
総称する際も係員を用いる。

２．駅間停車時の避難に関する既存報告

　駅間に停車した列車からの避難誘導については，従来
より異常時対応のための体制づくりや避難訓練など各種
の検討が行われているが，近年では東日本大震災や大阪
北部地震，停電による長時間停車などを契機に課題の整
理や提言が行われている２）～５）。それらによれば，通信
途絶時などには指令の許可を得ずに乗務員が避難の判断
をすること，走行可能な場合には旅客を降ろさず低速で
列車を駅まで走行させること，降車・誘導に必要な設備
を配備することや，避難時の案内放送定型文の作成，実
践的な訓練の実施，降車方法の周知，旅客への避難場所
や避難経路の周知などが挙げられている。その他，降車
や避難の迅速化に対する協力意識の徹底も対策として挙
げられ，降車誘導への協力や旅客同士の助け合いも期待
されている。

情報提供の観点からみた車外への避難の類型化と課題整理
斎藤　綾乃＊　　増田　貴之＊＊　　鈴木　浩明＊＊＊

髙井　唯史＃　　山内　香奈＃＃

Typology of off-Train Evacuation from the Viewpoint of Information Provision and Sorting out Issues

Ayano SAITO　　Takayuki MASUDA　　Hiroaki SUZUKI

Tadashi TAKAI　　Kana YAMAUCHI

　As a baseline study on the provision of information to enable a prompt evacuation from a train, the types of 
evacuation were grouped into three categories: immediate evacuation with passengers only, evacuation by 
remote instruction and evacuation by Staff Guidance. The web-based survey has shown that there is a certain 
degree of role awareness in helping fellow passengers each other during escape, and that cooperative behavior 
can be expected. It has also shown that those who understood instructions more clearly tended to act more 
immediately. Thus, it is considered important to inform passengers about their expected role, the flow of action 
to be taken, and the overall evacuation process.
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＊　　　 人間科学研究部　安全心理研究室（現　人間工学研究

室）
＊＊　　人間科学研究部　安全心理研究室
＊＊＊　研究開発推進部（現　人間科学研究部）
＃　　　東日本旅客鉄道株式会社
＃＃　　元　人間科学研究部　安全心理研究室

鉃道総研報告　Vol.37,  No.9,  2023 41

論 文



３．情報提供の観点から見た避難の類型化

3. 1　避難の類型化
　旅客に提供すべき情報の検討のためには，多様な避難
状況をある程度一般化して整理する必要がある。そこで，
避難誘導が最も難しいと考えられる乗務員がいない場合
について，発生しうる車外避難のパターンを図 1のよう
に整理した。図 1中の青文字は，分類をイメージしやす
くするために典型的な異常事象を記載したものである
が，車両の構造，軌道の特徴，駅間距離，事象の規模，
係員の配置などによって同じ事象でも異なる類型に分類
されることもある。図中の網掛け部分は，直上の菱形内
の判断に影響を与える要素の例である。
　まず，異常事象の発生後に，駅間で停車する場合と駅
まで走行する場合に分かれる。駅まで走行する場合は線
路上への避難は生じないため本検討の対象外とする。駅
間での停車は，緊急性が高く即時の避難が必要な場合と
緊急性がそこまで高くない場合に分かれる。前者は例え
ば大火源の放火など列車内に生命の危機がある場合で，
これを避難の類型Ⅰとした。係員が駆けつける時間的余
裕がないので旅客のみで避難することとなる。外部との
通信が途絶する，または指令が列車の異常を把握できな
いなどで指令からの避難指示がないケースでは，旅客自
身で避難が必要かどうかを判断しなくてはならない可能
性もある。
　即時の避難が必要なく，比較的短時間で運転再開が見
込めたり，救援列車の併結で駅まで移動したりする場合
は，車外避難は不要なので本検討の対象外とする。
　復旧にある程度の時間が見込まれ，旅客を降車させる
必要があると判断されれば避難・誘導のための係員が派

遣されるが，停車地点に浸水の恐れがある場合など係員
到着を待つ時間的余裕がないこともある。外部との連絡
が途絶えておらず，車内放送等が利用できる場合は，指
令からの遠隔指示のみでの避難も起こり得る。これを類
型Ⅱとした。
　係員を待てる場合は係員を待ち，避難が可能な状況で
あれば係員の誘導による避難となる。これを類型Ⅲとした。
　係員が列車に到着しても，大雪などのために移動でき
ず車内で待機をする場合もある。これは，最終的に走行
再開か類型Ⅲに移行する。
　以上のように，車外避難は，旅客のみでの即時避難（類
型Ⅰ），指令からの遠隔指示のみでの避難（類型Ⅱ），係
員誘導による避難（類型Ⅲ）の 3種類に大きく分けられる。

3. 2　旅客に求められること
　避難に必要な要素は，異常の検知，避難が必要かどう
かの判断，避難方法に関する情報，避難の実行である。
乗務員がいる列車で異常が発生すると，乗務員が自らも
しくは旅客の通報によってそれを検知して列車を停車さ
せ，状況確認と避難の検討を行う６）７）。避難が必要な場
合は，指令または乗務員が指示し，係員の誘導で避難さ
せる。乗務員がいない列車で異常が発生する場合は，自
動，遠隔での状況確認や，旅客の通報などによって異常
が検知され，自動もしくは遠隔で避難の必要性が判断さ
れ，派遣された係員もしくは遠隔の指示で避難すると考
えられる。
　乗務員の有無によらず，旅客は，通報によって異常の
検知を補う，車内待機や避難の指示に従う，旅客同士が
助けあうなどで避難の実行に協力している。
　乗務員がいない場合について，迅速な避難のために必

図１　避難の分類（係員が車内にいない場合）
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要な要素の具体例と，それが妨げられることが起こりう
る状況を避難の類型別に表 1に示す。類型Ⅰは最も厳し
い条件として，連絡手段がなく，指令に限らず外部から
の避難に関する指示や誘導が一切ない状態を想定した。
表中において矢印（⇒）がついた項目は，それより右側
の類型でも起こりうる状況である。
　表 1の第 1列に示す「迅速な避難に必要な要素の具
体例」の内「避難の必要性がわかる」は避難が必要な状
況であることを認識し，避難の意思決定をすることであ
る。類型Ⅱ・Ⅲでは避難指示によることができるが，類
型Ⅰでは旅客自らが異常を検知し，避難が必要かどうか
を判断できなくてはならない。起こりうる状況として，
類型Ⅰでは，旅客が「避難が必要な場合には指示がある」
と避難指示を待って逃げ遅れることや，車外の方が危険
なのに降車してしまうことが挙げられる。降車すべきで
ない状況での降車は類型Ⅱ・Ⅲでも起こりうる。類型Ⅱ
では車内の状況確認を，監視カメラやセンサの情報もし
くは旅客と指令員などとの通信によって遠隔で行うが，
非対面のコミュニケーションであることや，通報ボタン
の使用には抵抗があること８）などから，避難指示の前
提となる情報が旅客から指令に十分に伝わらない可能性
が挙げられる。また，指令から車内に留まるように指示
が出ても，旅客がこれに従わずに降車してしまうことも
挙げられる。類型Ⅲでは，係員の到着を待たずに避難し
てしまうことや，係員から離れた車両に指示が伝わらな
いことなどが挙げられる。
　「どこから出ればよいかわかる」，「非常口を開けて車
外に出られる」，「どちらに行けばよいかわかる」，「列車

から離れられる」は，避難に関する情報と実行である。
非常口の場所や非常口を開ける方法がわからないために
時間がかかることや，誤って危険な方法で実行してしま
うこと（例えば，非常口と連動して作動する安全装置が
非常口以外から脱出することで働かない），方法がわかっ
ても段差や暗さなどの困難さのために時間がかかること
などが起こり得る。場所や方法がわかることについて，
類型Ⅰではその場の表示や既存の知識で対応しなくては
ならない。類型Ⅱ・Ⅲでは係員の指示があるが，類型Ⅱ
は遠隔のコミュニケーションであること，類型Ⅲでは係
員から離れた車両に旅客がいることもあるため，指示内
容が伝わるのに時間を要す可能性もある。これらの状況
は，わかる人が周囲の旅客に伝えたり，手助けしたりす
るといった協力行動によって，ある程度補える側面もある。
　避難の判断や実行が，類型Ⅰではその場の表示や既存
知識ででき，類型Ⅱでは遠隔の指示で，類型Ⅲでは係員
の誘導でできるような情報提供が求められる。

４．役割意識等に関するWeb調査

4. 1　調査概要
　緊急時に旅客が避難指示に従うことや旅客同士の協力
が得られることは迅速な避難の要件である。そこで，乗
務員がいる現状の鉄道システムにおいて旅客が「避難時
に期待される可能性のある行動」をどのように認識して
いるか（以降，役割意識とする），避難指示に対する協
力行動がどの程度行われそうか（以降，協力意向とす
る），避難時もしくは平常時からどのような情報が望ま

表１　迅速な避難に必要な要素の具体例と避難類型別にみた起こり得る状況の例
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れているかを把握する目的でWeb調査を実施した。調
査は，2021年 12月に首都圏在住の鉄道利用者を対象と
して実施し，4394通回収した。調査は場面想定法（あ
る特定の状況を設定し，その状況における回答者の行動
などを聞く方法）で行い，最も良く利用する路線を，回
答者が利用する時間帯（朝の通勤時間帯もしくは昼間時
間帯）での利用時に駅間停車したことをイメージしても
らった。乗務員の人数によって回答傾向が異なる可能性
を考慮して，都市型ワンマン・無人運転線区利用者とツー
マン運転線区利用者の 2群を設定したが，回答傾向に大
きな違いはなかったため全体での結果を示す。なお，乗
務員がいる線区についての回答が 99%以上であった。
特定の年齢層に偏らないよう配慮し，20～39歳 1707
人，40～59歳 1769人，60歳以上 918人から回答を得
た。男女はほぼ半数ずつであった。
　駅間停車で車外への避難が必要となる状況として，変
電所火災による長時間の停電（以降，停電），トラック
による踏切支障（本報告では省略），津波の危険がある
区間での地震（以降，地震）の 3種類を設定して，避難
指示の理解度と，指示を受けてどのような行動をとるか
（避難指示への反応）について質問した。停電と地震は
避難の緊急度が違うものとして設定したもので，乗務員
がいない場合であれば，それぞれ図 1の類型Ⅲと類型Ⅱ
に対応する。
　避難指示は，停電と踏切支障では先頭車両から降車す
るため先頭車両へ移動するよう，地震では乗降ドアを開
けるので降車するよう指示するものとし，文字で提示し
た。指示内容の理解度を 4段階（1：よくわかる，2：
だいたいわかる，3：あまりわからない，4：まったく
わからない）でたずねた。
　避難指示への反応と協力行動については，表 2に示す
行動内容に対して自分がしそうかどうかを 6段階（1：
絶対しなさそう，2：しなさそう，3：ややしなさそう，
4：ややしそう，5：しそう，6：とてもしそう）でたず
ねた。「4：ややしそう」以上の評価を「行動意向がある」
とした。
　また，図 2に示すような，旅客が起こす可能性のある
6種類の協力行動（鉄道事業者が期待していない行動も
含まれる）について，地震時に鉄道事業者からどの程度
期待されていると思うか 7段階（1：まったく期待され
ていない，2：期待されていない，3：あまり期待され
ていない，4：やや期待されている，5：期待されている，
6：とても期待されている，0：わからない）でたずねた。
「4：やや期待されている」以上の評価を「役割意識が
ある」として割合を算出した。
　また，避難時もしくは普段から「列車内の非常用設備
や非常時にとるべき行動などについて知りたいこと」を
自由に記述するよう求めた。

4. 2　結果と考察
4. 2. 1　役割意識と行動意向
　図 2に各行動を事業者から期待されていると思う程
度の結果を示す。役割意識がある人（4：やや期待され
ている～6：とても期待されているを選択した人の和）
の割合は「近くの人の降車を助ける（79.0%）」，「状況

表２　意向を聞いた行動

図２　事業者から期待されていると思う程度

図３　協力意向
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がわからなさそうな人に声をかける（72.6%）」で比較
的高かった。「取り残された人の確認」，「撮影を注意」，
「動こうとしない人を説得」については期待されている
と思う割合と期待されていないと思う割合が同程度で
あった。性別・年齢群別にみると，男性では若年層ほど
役割意識がある人の割合が低い傾向がみられた。例えば
「近くの人の降車を助ける」について，女性は 20～39
歳が 78.9%，40~59歳が 79.5%，60歳以上が 79.2%で
あったのに対し，男性はそれぞれ 73.5%，80.3%，
84.8%であった。
　停電や地震という具体的想定での行動についての協力
意向の割合を図 3に示す。「声掛けに協力」，「高齢者援
助」では協力意向のある人が 70%前後であった。「声掛
け（促進）」や「声かけ（説明）」は協力意向のある人が
55～61%であった。「諫める」は 33～35%で，協力意
向のない人の方が多かった。
　図 4に「近くの人の降車を助ける」ことを期待されて
いると思う程度別に地震を想定した場合の「高齢者援助」
の協力意向を示す。期待されていると思うほど，手助け
をする意向も高い傾向がみられた。啓発などによって役
割意識が明確になることで協力行動がより生起するよう
になることが期待できる。
4. 2. 2　避難指示の理解度と対応
　避難指示の理解度は，「よくわかる」が停電で 46.7%，
地震で 36.8%，「だいたいわかる」がそれぞれ 45.0%，
49.0%，「あまりわからない」が 6.1%，10.8%，「まった
くわからない」が 2.2%，3.4%であった。地震時の方が
停電時より「よくわかる」が少なく，「あまりわからない」
が多かったのは，指示された行動（乗降ドアから地面に
降車する）をイメージできる人が相対的に少なかったた
めと考えられる。
　避難指示への反応（表 2）について意向のある人の割
合は，「率先して避難」が停電で 75.0%，地震で 75.9%，
「人に続く」がそれぞれ 80.7%，77.9%，「大半行動後」
が 47.5%，43.9%，「係員待つ」が 22.6%，19.8%であった。
「人に続く」の割合が最も高かった。
　図 5に避難指示の理解別に避難指示への反応を示す。
避難指示が「よくわかる」人では「率先避難」の意向が
高く（停電時 84.2%，地震時 85.0%），「大半行動後」は
低い（41.2%，36.3%）。「だいたいわかる」人では，「人
に続く」意向が最も高い（83.5%，82.5%）。「わからない」
人も最も高いのは「人に続く」であるが，「大半行動後」
が過半数（59.2%，57.1%）を占めた。避難指示の理解
度が高いほど「率先避難」の意向が高い傾向がみられた。
この調査から因果関係には言及できないが，不確実な状
況下で人は同調行動をとる傾向がある９）ことから，避
難指示を理解しやすいものとすることで率先行動をする
人が増える可能性がある。この確認には避難指示文言を

操作する実験が必要である。その際，今回は避難指示を
文字で提示したが，車内放送と同様に音声で提示するこ
とが望ましい。
4. 2. 3　情報提供に対する要望
　避難時もしくは普段から知りたい情報として最も多く
記述されたのが「何をすればよいかの一連の流れ（約
1600件，回答者の 36%）」であり，旅客機で提示され
る安全ビデオのように具体的な行動を示す啓発を求める
記述（約 400件）と合わせると約 2000件（同 46%）で
あった。非常設備の場所や使用法が約 830件（19%），
小まめなアナウンスを求めるものが約 460件（10%），
どのような場合に通報や避難が必要であるかといった非
常の判断基準を示してほしいというものが約 230件で
あった。してはいけないことや注意点を知りたいという
ものが約 120件であった。非常時に指示があるのかな

図４　降車の手助けについての役割意識と協力意向

図５　避難指示の理解度別に見た指示への反応
「あまりわからない」「まったくわからない」はまとめて示す
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いのかや，係員が何をしてくれるのかなど，係員の対応
について知りたいという意見が約 70件，旅客に期待さ
れる行動として何をどこまでやればよいかを知りたいと
いう意見が約 60件であった。その中には，「高齢者に
手を貸すべきか，余計なことをしない方がよいのか」，「鉄
道事業者側の作業に支障が出る行為にならないかを考え
て躊躇する」のような記述があり，旅客が行ってよいか
どうかの懸念が協力行動の妨げになっている可能性が示
唆された。

4. 3　旅客調査のまとめ
　都市圏の乗務員がいる線区を対象とした場面想定法調
査により，以下のことが示された。
　・ 地震時を想定した際に高齢者などの降車の手助けを

鉄道事業者から期待されていると感じる人は 79.0%
であった。他者を諫めることを期待されているとす
る人の割合は低かった。

　・ 地震を想定した際に避難指示後に率先して移動しそ
うとする人の割合は，全体で 75.9%であるが，避
難指示の理解度が高い人では高く（85.0%），避難
指示の内容をわからない人では低かった（55.9%）。

　・ 提供を望む情報として，何をすればよいかの一連の
流れが多く挙げられた。非常設備の場所や使用方法
や使用の基準の他，係員の対応や旅客に期待される
行動が知りたいという意見が一定数記述された。

５．知らせるべき内容に関する考察

　駅間停車した列車からの避難時に，高齢者などの降車
の手助けや声かけなどをすることについて，事業者から
ある程度期待されていると感じる人が回答者全体の
70%以上を占め，停電や地震を想定した避難状況にお
いて降車の手助けや声掛けをしそうとする割合も 70%
前後であったことから，旅客に一定程度の協力に関する
役割意識があることが示された。その一方で「余計なこ
とをしない方が良いのではないか」といった懸念が協力
行動を抑制する可能性が示唆された。事業者から期待さ
れる協力行動を知りたいという直接的な記述や，何をす
ればよいか知りたいとの意見が多いことから，旅客に期
待される行動を明確に示すことが望まれている。役割意
識が強いほど協力意向も高かったことから（図 4），協
力を求める具体的内容について検討する必要はあるが，
旅客の役割意識を高める啓発によって，協力行動も促進
されることが期待できる。なお，大阪北部地震時に駅間
停車を経験した旅客に対する調査10）では，乗務員から
の協力要請に今後応える意向を示した旅客は 97%で
あったのに対し，自ら援助行動を行った人は 15%であっ
た。援助行動にはきっかけが必要であり，車内放送等で

の要請の重要性が示唆されている10）。
　旅客が求める情報として，避難を含む非常時の対応の
一連の流れや全体像が挙げられた。全体像とは，避難指
示の有無や，係員がどのような対応をするかの他，例え
ば駅間停車に対して，低速で駅まで走行する場合と降車
する場合があるというような大きな枠組みのことであ
る。一般に，緊急時には人間の情報処理能力が低下する
が，その一例が注意の一点集中であり，引いて開けるド
アを押し続けて逃げ遅れた事例が紹介されている９）。ド
アを開ける方法として押すことのみに注意が集中し，引
いてみるという発想の転換ができなかったものである。
低速で最寄り駅まで移動できる状況であるにもかかわら
ず，「ドアの開け方」という部分的な知識のみが啓発に
よって印象に残っていると，「ドアを開けて降車する」
以外の行動を思いつかなくなるということも考えられ
る。列車のまま駅まで移動することについても啓発する
ことが望ましい。
　個々の非常用設備の使用法を知りたいという要望も多
く挙げられた。これらについては別途検討を行っており，
事前の映像視聴などの支援によって避難用梯子の組立時
間が短縮されることなどを確認している11）。
　避難指示内容をよく理解する人ほど，率先して行動す
る意向が高かった。普段からの啓発や避難誘導時の指示
文言の検討により，いざというときに避難指示を理解し
やすい状況を作っておくことが，迅速な避難のために有
効と考えられる。一部の人が指示に従った行動を率先し
てとるだけでも，どうすべきかわからない人にとっては，
その人が追従する対象となり，避難開始までの時間短縮
が期待できる。
　旅客と鉄道事業者のような利用者とリスク管理者間の
協力連携に必要なこととして，「社会的現実の共有化」
と「制度信頼の向上」が考えられる（池田12））。「社会的
現実の共有化」とは，例えば，車外避難が必要になる場
合があること，旅客が適切な行動をとることで，被害の
拡大を防げることなどを旅客が認識することである。「制
度信頼」とは，鉄道の係員という存在に対しての信頼と
鉄道システムに対しての安心が結びついた，鉄道事業者
に対する信頼である。鉄道総研では，制度信頼を高める
方策も検討しており，異常時の対処行動に関する啓発動
画が，鉄道事業者に対する信頼を高めることに役立つこ
とを明らかにしている13）

。

　避難の前提となる異常の検知については旅客による発
見と通報の果たす役割も大きいと考えられるが，通報の
必要性を認識しても実際に非常通報ボタンを押すことに
は抵抗があることが報告されている８）。通報を促進する
ための対策についても別途検討している14）。
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６．まとめ

　迅速な車外避難を可能とするための情報提供に関する
基礎検討として，乗務員がいない場合の避難状況を，旅
客のみでの即時避難（類型Ⅰ），遠隔指示による避難（類
型Ⅱ），係員の誘導による避難（類型Ⅲ）の 3類型に集
約した。駅間停車を想定させたWeb調査により，降車
の際の助け合いにある程度の役割意識があり，協力行動
も期待できることが把握された。役割意識を高めること
によって協力行動が促進され，迅速な避難につながる可
能性があることが示唆された。避難指示が示す意味内容
を理解できる人ほど率先して避難する傾向があることが
示され，この点においても避難指示をわかりやすいもの
とすることが重要であると考えられた。迅速な避難のた
めに，旅客に期待する行動や，避難に関する一連の流れ，
避難の全体像を知らせることが重要であると考えられる。
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